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オンラインプラットフォームにおける 

取引の在り方に関する専門調査会（第６回） 

議事次第 

 

 

日 時：平成30年９月25日（火）14:00～17:11 

場 所：消費者委員会会議室 

出席者：（専門委員） 

中田座長、早川座長代理、生貝委員、石原委員、大谷委員、大橋委員、沖野委員、 

片岡委員、城委員、西村委員、畠委員、原田委員、前田委員、森委員 

（消費者委員会担当委員） 

大森委員、蟹瀬委員、鹿野委員、増田委員 

（事務局） 

二之宮事務局長、福島審議官、坂田参事官、友行企画官 

議 事： 

１． 開会 

 

２．オンラインプラットフォームが介在する取引における消費者トラブルの状況とオンラインプ

ラットフォーム事業者（事業者団体）の取組について 

 

３．討議 

 

４．閉会 
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≪１．開会≫ 

 

○中田座長 それでは、定刻になりましたので、雨の中、また、お忙しい中お集まりいただきま

してありがとうございます。 

 ただいまから、第６回「オンラインプラットフォームにおける取引の在り方に関する専門調査

会」を開催いたします。 

 今日は所用によって山本委員が御欠席となっております。 

 まず、配布資料を見ていただきまして、お配りしている資料の概要、議事次第のところにある

と思いますので、御確認いただければと思います。もし不足等がありましたら事務局のほうに御

連絡ください。 

 

≪２．オンラインプラットフォームが介在する取引における消費者トラブルの状況と

オンラインプラットフォーム事業者（事業者団体）の取組について≫ 

 

○中田座長 それでは、最初の議題ということで、「オンラインプラットフォームを介在する取

引における消費者トラブルの状況とオンラインプラットフォーム事業者（事業者団体）の取組に

ついて」ということで、議論をしていきたいと思います。 

 前回、論点整理案を示させていただきまして、それについて議論していただきました。また、

その後、各委員から御意見をいただいて、修正をさせていただいて、決定した論点整理を参考資

料として付けております。論点整理自体は項目という形になっておりますが、その中身について

は今後の議論の中で深めていく予定です。ただ、方向としてはこのような形になっているという

ことで確認をお願いします。 

 今回は今後の議論全体のスケジュールを事務局のほうで確認したあとで、論点整理の１につい

て議論を始めたいと思います。 

 それでは、事務局から皆様のお手元にあります資料１及び資料２について、20分ほど時間をか

けさせていただいて、説明していただくことにします。 

 それでは、よろしくお願いします。 

○友行企画官 それでは、御説明させていただきます。 

 本日の専門調査会から、個別の論点につきまして検討していただくというところでございまし

て、若干少し確認的に振り返りたいと思いますけれども、そもそもこの専門調査会の第１回につ

きまして、この専門調査会でどういったことを検討するのか、この専門調査会における問題意識

はどういうところにあるのか御確認いただいたところでございます。 

 インターネット上のショッピングモールやマッチングサイトでの取引が拡大してきておりまし

て、そこで評価とかレビューとかそういった仕組みがございます。そういった取引がだんだん拡
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大してきている中で、取引に関わる財・サービスの提供者や購入利用者、そして、プラットフォ

ームなどが、それぞれどのような責任や義務を担うべきか明確にされていないという問題意識が

ございまして、消費者が財・サービスの提供者、購入者、利用者として、生命、身体、財産分野

に係る安全を確保しつつ、取引に参加できるよう、どのようなルールや仕組みが必要かというこ

とと、ルール、仕組みを保っていくため財・サービス提供者、それらの購入利用者、プラットフ

ォームが果たすべき役割は何かというところの問題意識と検討対象及び検討項目というところか

らこの専門調査会は始まったところでございます。 

 そして、何回かの会では相談員様の方々や事業者様などから御発表いただきまして、前回、論

点整理をしていただきました。論点整理のペーパーにつきましては、本日の参考資料につけてお

りますので、もう一度御確認いただきたいと思いますが、この専門調査会で今後整理していくこ

とといたしまして、まず参考資料の論点整理の１でございますが、オンラインプラットフォーム

が介在する取引における消費者トラブルの状況と事業者様の取組を整理していくというところで

ございまして、そこでは事業者の特徴ごとのモールなのか、フリマなのか、シェアリングエコノ

ミーなのかの相談内容を整理していくということと、あと、消費者トラブルに対応する事業者の

取組は、どのような形になっているのかということをここで確認する。これが本日の主な議題と

なっております。 

 その次、次項では現行の規程等の整理でございまして、実際にトラブルが起きていて、事業者

様の取組がなされているわけでございますけれども、そもそも現行の規程ではどういった整理が

できるのかということを続けて行うということでございまして、消費者保護ルールとして挙げら

れる民法ですとか、特商法ですとか、消契法を取引に当てはめていくと、どのような整理ができ

るのかといったことや、関連する法令、規程、業法、ガイドラインなどがどのようにかかわって

くるかといったことや、こういったプラットフォームが介在する取引につきましては、海外での

いろいろな議論が先行しているところもございますので、そういったところも押さえていく必要

があるというところでございましたり、あと日本国内で言えばちょっと戻りますけれども、準則

などの規程がございますので、そういったところの規程も確認する必要があるといった整理を次

の回以降で行っていくところでございます。 

 それから、こういったところを押さえまして、それぞれの役割分担の考え方を整理するといっ

たところに入っていきまして、最終的なこの専門調査会としての目標としては、オンラインプラ

ットフォームが介在する取引におけるルールとか仕組みの在り方といったところでございます。

その在り方を考える上での基本的なニーズや視点は何かといったことや、具体的なルールとか仕

組みの在り方をどうしていくかということを議論いたしまして、そうするとおのずと消費者が、

プラットフォームが介在する取引を利用するメリットでありますとか、プラットフォームを選択

する際の着眼点といったことも明らかになっていくと思われますし、そのルールを定めた後に、

ひょっとするとそれがどうやって、どこが監視していくのか、監督していくのかといったような

議論にもつながっていく可能性もございます。そういったことも想像しながら、今後の専門調査

会の議論を深めていただければと思う次第でございます。 
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 こういった方向に向かっていくことを前提にいたしまして論点整理が行われました。そして、

今回はその論点整理の１番目のところの消費者トラブルの状況と、事業者様の取組がどうなって

いるかといったようなことを整理していくところでございます。 

 実際に事務方で御用意しております資料は、資料１と資料２となっております。資料を御確認

いただければと思います。最初にちょっと大きな資料となっているかと思いますけれども、資料

２を御覧いただけますでしょうか。こちらにつきましては２回から４回までの専門調査会におい

て実施したヒアリングなどを参考に、主な消費者トラブルの内容とオンラインプラットフォーム

事業者様の取組を整理したものでございます。 

 目次といたしまして１、２、３、４と分けてございますけれども、モールの取引の分野と、オ

ークション・フリマサイトの分野と、シェアリングサービスの分野、その他といたしましてSNS

とか動画サイトなどということで整理させていただいております。 

 最初に注意事項のところにございますように、こちらの表のつくりでございますけれども、取

組内容ですとか利用規約などは、あくまでも個別のプラットフォーム事業者様の一例を示したも

のでございまして、全て、又は多数の事業者がこういった取組をしているといったことを意味す

るものではございません。それから、表中に＜事業者＊＞という記載になっているところがござ

いますけれども、それは１つの事業者だけではなくて、事業者団体様や複数の事業者様の取組を

示しているところもございます。 

 １枚、大きい資料で恐縮でございますが、めくっていただきますと、この資料のつくりといた

しましては３つのセルといいますか、縦に分かれてございまして、左側は消費者トラブルの相談

内容でございます。こちらはインターネット直販といいますか、直に事業者から買うといったタ

イプのものではなくて、何らかプラットフォーム様が介在しているところで起きているトラブル

を整理しているところでございます。左側に消費者トラブルを整理しておりまして、右側のとこ

ろでございますが、右側を２つに分けておりまして、事業者様の具体的な取組内容を真ん中に、

それから、その取組内容の根っこになっていると考えられます利用規約などを右側に整理すると

いったところでございまして、実際に現実問題としてこういったトラブルが起きています。それ

に対応するような事業者様の取組は、現時点こういった形のものがされていますということで、

これは今回御参加いただいております相談員様の方々や、それから、事業者様の方々に御協力い

ただきまして、整理をしたものでございます。 

 この資料は非常に大部でございますけれども、見ていただきますと、もう一回、表紙に戻って

いただきますと様々な消費者トラブルが起きておりますが、それをただ順番に並べていきますと

分かりにくいというところでございまして、事務局の責任におきまして、その消費者トラブルを

分類しております。例えばモールであれば加盟店管理に関することでございますとか、情報管理

に関することでございますとか、表示とか利用規約に関するもの、決済に関するものとか、ポイ

ントをめぐるトラブルでございますとか、あとは配送関係、解約、返品に関することといったこ

とでございます。 

 あと、モールには出てきませんけれども、オークション・フリマのところでは評価とか口コミ
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とかレビューに関することでございますとか、品質に関することも整理の項目としては立ててお

りまして、こんなモールやC to Cのところやいろいろな場が違うことによって、こういったトラ

ブルが起きていて、それに対して事業者様が行っている取組というのは、こういった形でマッチ

ングさせることができるのではないかということを一定整理したものが資料２、それから、その

概要をまとめたものが資料１になっております。資料２は大部でございますので、御説明は資料

１でさせていただければと思います。 

 資料１を見ていただきまして表紙が概要とございますけれども、中を見てみますと目次となっ

ていまして、B to C関連、C to C関連、シェアリング関連、その他となっております。注意事項

につきましては先ほどの資料２と同じでございまして、繰り返しになりますが、専門委員の皆様

の協力を得て整理させていただいております。 

 １ページ目を御覧いただきますと、ショッピングモールサイトの取引関連（B to C関連）とな

っておりまして、例えば消費者トラブルの相談内容の分類、最初は加盟店管理に関する分類とい

うものが出ておりますけれども、例としては信憑性の低い情報商材を販売しているところがある

のではないかといったような相談があった場合でございまして、これに対応するような事業者様

の取組としては、右側の矢印のところでございますが、実際のところ開店審査を行ったり、クレ

ーム対応を行ったり、法令等の遵守の要請をしたり、行政と協力している部分もあり、また、ひ

どい場合には退店措置をとったりですとか、補償対応も行っていますというのが現在、行われて

いる取組でございます。また、法令で販売が禁止されている以上に自主的に販売禁止商品を設定

していたりですとか、コンテンツなどに関する通報、監視制度を設けていますといったような取

組もございますし、各商品ページ上に匿名御意見窓口の設置といったような取組がございます。 

 情報管理に関する分類につきましては、不正ログイン等の監視ですとかアラート機能を持って

いる、なりすましサイトの検知・通報制度などもあるといったような取組がなされてございます。 

 表示・利用規約に関する部分につきましては、規約・ガイドライン等の違反に対する出品の削

除措置や休店措置をとるといったことでございますとか、あとはこういった苦情に対しては匿名

御意見窓口を設置するといったことも措置としてはとられているというような整理でございます。 

 決済に関するところにつきましては、決済システムの不正利用判明時にはガイドライン違反等

による休店措置、警察との連携もしていますといったことや、監視を行っているという取組もな

されてございます。 

 ２ページ目でございますけれども、ポイントに関する相談も上がっているといったことや、配

送に関する相談も出てきておりまして、そういった場合につきましては運用状況をモニタリング

するといったことや、問題がある場合には規約に従って対応していますといったことでございま

すとか、解約・返品に関する分類につきましては、例えばきちんと最後まで確認できないといっ

たことを防ぐために最終確認画面を設置したりですとか、何らかシステムトラブルがあった場合

には対応をしていますといった取組が現時点で行われてございます。 

 ３ページ目からは、オークション・フリマサイトに関してどんなトラブルがあるかということ

と、それに対する取組でございますけれども、まず加盟店管理に関するところにつきましては、
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取組内容といたしましては出品時の本人確認、捜査機関等への協力、決済をエスクローに一本化

しているといったことや、メッセージのやりとりをアプリ内の限定ルール化するといったことや、

事務局が積極的にトラブルに介入していますといったことや、トラブルに発展しやすい商品の出

品禁止、商品の監視、悪質アカウントの再利用の防止といった取組がなされてございます。 

 C to Cにつきましては、提供者側も消費者だということでございますので、割といろいろな取

組がなされているといったことが、前のページで御覧いただきましたB to Cよりも割と幅広くさ

れているといったところが、こういった取組内容を見ただけでも分かるのではないかといったと

ころは、事務局の思うところでございます。 

 情報管理に関する分類につきましても、他人のクレカ悪用等の監視を行っていたりですとか、

クレジットカード決済時に特定のエラーがあった場合には、問題発生状況に関するヒアリングを

行っていたりですとか、あとは表示・利用規約に関するところにつきましても、例えば出品者に

対する評価をしなければ代金は出品者に渡らない仕組みを行っていたり、カスタマーサポート体

制の整備、構築といったことも取組としてはなされてございます。 

 ４ページ目は評価や口コミ・レビューに関する分類でございますが、取組内容といたしまして

は、誹謗中傷コメントや詐欺行為その他違反行為に関するコメント監視、該当コメントを削除す

るといったことや投稿者に対するペナルティー、アカウントの停止措置、受取評価を行わなけれ

ば代金が出品者に支払われることはない仕組みといったところで、様々な取組がなされてござい

ます。 

 支払手続・決済に関するところにつきましても、エスクローに一本化するといったことや、ク

レジットカードの不正利用などにつきまして監視を行っているといったことと、決済のみの利用

の出品商品は削除措置をとっているといったような取組がなされております。 

 品質に関する分類でございますけれども、こちらにつきましては出品者側が事業者ではなくて

消費者といったところもございまして、非常にいろいろな相談が上ってきている分野でもござい

ますが、ここでの取組の項目といたしましては、補償対応を行っているといったことやカスタマ

ーサポート体制を構築している、出品商品を監視している、それから、通報に基づいて目視の確

認や出品者に対する利用制限、入手ルートの確認、本人確認資料の提出の適宜実施、それから、

権利者団体等との連携による対応をしているといったような取組がございます。 

 ５ページ目の配送に関する分類につきましては、こちら配送補償というものがあったり、未着・

未入金トラブルに対する補償制度を設けているといったような取組も見られております。 

 解約・返品に関する分類につきましても、様々な取組がなされておりまして、こちらも決済の

ところで工夫をするといったことや、出品者に対する評価をしなければ代金は支払われない仕組

みをとる。それから、未成年者取引が主張された場合に対応されているといったことや、未着・

未入金トラブルに対する補償制度があるといったような取組でございます。 

 次のトラブル救済に関する分類につきましても、様々な対応がとられているところでございま

して、事務局のトラブル介入、トラブルに発展しやすい商品の出品禁止、監視、悪質アカウント

の再利用防止といったところでございます。 
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 以上のところがオークション・フリマサイトの取引関連のトラブル、それから、それに対応し

た取組内容でございまして、６ページ目からはシェアリングサービスでございます。こちらにつ

きましても加盟店管理などされているところでございまして、そもそも認証マークを付与してい

るといった取組がなされていたり、相手方との連絡手段を確保する、本人確認をしている、サー

ビスの質の誤認を減じる措置、事前の面接をしているですとか、そういったことがなされてござ

います。それから、法令に基づく許可等の有無をきちんと確認するといったことや、事後評価で

サービスを受けた後の結果の確認等も行ってございます。 

 情報管理に関する事項といたしましても取組がなされておりまして、情報の取扱いに係る規律

を整備したり、漏えい事案に対する体制を整備するといったところでございます。 

 また、表示・利用規約に関するところにつきましても、きちんと利用規約を明確化するといっ

たことや、内容の誤認を防止するための措置や重要事項については分かりやすい表示をすること。

それから、抵触のおそれが高い法令遵守のための対応をしているといったような取組が見られて

おります。 

 レビューにつきましては、相互レビューの仕組みなどを設けている。同時公開レビューといっ

たことをとってございます。 

 品質に関するトラブルにつきましても、記載のような取組がなされてございます。 

 ７ページ目もシェアリングサービスの関連でございますが、解約・返品に関するトラブルもご

ざいまして、また、トラブル救済に関する分類につきましては相談窓口を設置している、トラブ

ル解決のサポートを実際に行っているといったことや、事故への備えといたしまして賠償責任保

険への措置をとっていることや、本人確認、緊急事態等への対処の方法を定めているといったこ

となどの取組がなされてございます。 

 そのほか、このシェアリングサービスの関連といたしましては、その他のところにございます

ように事前の問合せ等ができるようになっているといったことや、納税の促進、売上金分別管理

の指導でございますとか、啓発活動などといった取組をされているといった御指摘がございます。 

 最後の８ページ目のところは、その他の非マッチングサービスを端緒としたトラブルにおける

取引関連のところでございますが、こちらにつきましては例えばSNS上で何かトラブルがあったと

いうようなことについて、どういった取組をしているかといったことが記載されてございまして、

数が少ないような整理の仕方をしておりますけれども、こういったものもある。SNS上や動画のサ

イト上でのトラブルといったものについては、こういったものがあるということを若干整理して

ございます。 

 駆け足でございますけれども、現状、B to CやC to C、それから、シェアリングサービスの関

連などでこういったトラブルが起きており、また、事業者様におかれては、それに対応するよう

な形でこういった取組が行われているといったことを整理させていただいたところでございます。

こういった整理をすることによってB to C上ではどのようなことが起きているか、それから、C to 

C上ではどんなことが起きているか、事業者様が実際にどのような取組をされているのか、その取

組についてどういった効果が出ているのかといったことをいろいろ考えていく、その基礎的な資
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料になればという形で考えております。 

 御説明といたしましては以上でございます。 

○中田座長 ありがとうございました。 

 お手元にある資料を見ていただければお分かりのように、この間の議論をかなり体系的に整理

されたのではないかと思います。 

 少し時間をいただきまして、この内容について各委員のほうで何か御質問あるいは御意見等あ

れば、ぜひお伺いしたいと思います。あるいはこういう整理の仕方では適切ではないとか、その

ようなところもありましたらぜひ御指摘をいただければと思います。 

 内容的にはまだ十分にトラブルが反映されていないところもあるかもしれませんので、その点

もぜひ見ていただきまして、不足の部分について、あるいはこういった解決もやっているのだと

いうことがありましたら、全体像を整理するというところでは必要な情報となりますので、各委

員のところでぜひ御意見をいただければと思います。いかがでしょうか。 

 片岡委員、お願いします。 

○片岡委員 今回まとめていただいて、自分で情報、取組などを入力していていろいろ思うとこ

ろがあったのですが、まず、いまいちまだこの作っていただいた表の左側と真ん中と右側があま

りかみ合っていない気がしておりまして、というのはこの左側の列にある相談例の中には、個別

の問題や、あるいは偶発的な問題など、いろいろな個別具体的なものが載っているのですが、そ

こに対して制度的に全体としてどういう問題があるのか、構造的にはどういう問題があるのかと

いうところは、まだはっきりとしていないところがあると思いますので、この相談事例をもとに、

ではこれは何が構造的な問題なのだろうかというところを踏み込んで議論していかないと、それ

に対する取組というのが合致していかないと思っています。 

 中には取組をやっているのだけれども、それでは足りないというものなのか、やっているプラ

ットフォームとやっていないプラットフォームがあって、やっていないプラットフォームで問題

が生じてしまっているのかなど、いろいろなパターンがあると思うのです。やっているけれども

不十分なのであれば、では十分な取組とはどういうものかを考えなければいけないし、やってい

るところでは問題は起きていないが、やっていないところで問題が起きているということであれ

ば、ではそこはどのように考えていくかを議論する必要があるので、もう少し左側の相談事例の

裏に潜んでいる構造的、制度的な問題に着目して議論したらいいのではないかと思いました。 

○中田座長 できれば具体的な例を挙げていただけると、御指摘の内容が非常に分かりやすくな

るのではないかなと思うのですが、いかがでしょうか。 

○片岡委員 例えば資料１の一番最初の加盟店管理に関する分類というところも、加盟店管理の

概念はとても広くて、B to Cプラットフォームだと大体どの項目も「加盟店管理」の中に入って

くると思うのです。モール自体のシステムの不具合とかは別だと思うのですが。では「加盟店管

理」と言ったときに何についての管理で問題が起きているのか。特に信憑性の低い情報商材や、

そもそも詐欺みたいなものはおそらくこの専門調査会に出席しているプラットフォームでは、発

生しないことが前提だと思うのですが、おそらくそうではないプラットフォームがあって、起き
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てしまう問題もあると思うのです。ですので加盟店管理に関しても、もう少しレベル分けという

か、中身をきちんと確認していったほうがいいのかなと思います。 

○中田座長 ほかにいかがでしょうか。大谷委員、お願いします。 

○大谷委員 今回はたくさんの事例の中からとても丁寧にまとめ上げていただいて、本当にあり

がとうございます。 

 全体を見させていただいて、相談現場として感じているのは、ショッピングモールサイトやオ

ークション・フリマサイト関連の取組だとか契約の関係は、一覧表を見る限りでは網羅的にいろ

いろと取り組んでいるなということが分かるのですが、先ほど委員からもあったように、それで

は不十分なところはどこなのかとか、取り組んでいるサイトもあれば取り組んでいないというサ

イトも確かにあるものですから、その辺がもう少し明確になってくると意見も出しやすいかなと

いうのは思っております。 

 今回の資料の中から私のほうで感じていることを幾つかお話させていただこうと思っておりま

す。特にショッピングモールサイトの取引の場合には、B to Cという関連がありますので、法的

にも特定商取引法の通信販売の規定が使えたりして、相談現場でも介入がきちんとできるという

前提があるように思います。そうであるがゆえにセンターでも中に入って最終的なトラブル解決

までは導けるケースが多々ありますが、やはりB to Cである前提なので、モールのほうもきちん

と加盟店であるショップが介在するために、トラブルになったときの申出先であるショップとの

連絡がつきやすい。特に電話やメールで明確に連絡がとれるということが一番ありますので、B to 

C間の場合には解決が非常に図りやすくなっていると思っております。 

 B to C間で解決できない場合でも、ショッピングモール自体への連絡もつきやすいですし、協

力もとりやすいという現状がありますので、こういう点では非常に相談現場としては助かってい

るなと感じております。 

 先ほどから特に信憑性の低い情報商材の場合などの御意見も出ておりましたが、相談現場でも

今、情報商材に関しては非常に相談が急増している部分でありまして、情報商材を専門に扱うプ

ラットフォーマーもいますので、こういったところでプラットフォーム事業者の明確な定義だと

か位置付けをしていただいた上で、責任の範囲を明確にしていただけると今後、現場の中でも解

決に向いていけるのではないかと期待を持たせていただいております。 

 あと、オークション・フリマサイトの取引関連に関しては、個人間同士、C to Cであるがゆえ

に法的な根拠がなくて、サイト側の規約に頼らざるを得ないという現状があるなということと、

規約自体がもう指標としてなっているというのが現状なのではないかと思いました。特にC to C

では表全体を見ると本当に網羅的に取組だとか規約の整備がされているのですが、現場としては

不十分なところがやはりあるのではないかと思っております。特に相談現場としては、出品者、

購入者双方の本人確認については、もう一歩進めていただいて、しっかりやっていただきたいな

という要望を持っております。 

 あとは、特に解決がなかなか難しいような品質に関するような問題のときなのですけれども、

例えば画像や表示などで確認ができなかった傷だとか、摩耗だとか、そういったものがC to C間
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で認識が違うがゆえに返品には応じない、返品させてくれということで、宙ぶらりんのような状

態に陥ってしまうケースというのが多々あります。こういった場合にサイト業者もなかなか介入

できないというような相談事案の場合がありますので、そういうときにはやはり明確な規約なり

取り決めが必要なのではないかと思います。例えばC to C間で解決がつかない場合に、こういっ

たような解決を図るとかいうような取組をしていただけると、明確になるのかなと思います。 

 もう一つ、C to C間の場合で一番問題になってくるのが、偽物だったというようなケースの場

合なのですが、今、偽物だったというようなケースの場合、サイト業者の協力で支払をしなくて

もよくなったりというような解決が図られてはいるのですけれども、購入者に送られた商品は、

購入者が持ったまま支払をしなくてもいいですよというような解決が図られるようなケースが多

くなってきております。こういったものの場合、購入者は商品を手元に持ったまま払わなくても

いいという解決を図りたくないという方がほとんどで、何とかその商品は返したいという希望が

出た場合に、返したいのだけれども、出品者の情報も分からないし、返すすべがないというよう

な現状が出ておりまして、こういった場合に何らかの解決案が必要になってくるのではないかと

思いました。 

 あと、C to C間の場合には、トラブルの場合のサイトへの申し出が基本的にメールのみという

ところが多くなっています。そのためにトラブルがあったときにメールで申し出て、短時間のう

ちに返事をしていただけるというお約束のようですが、実際にはトラブルが起こったときは、消

費者は１日とかそのぐらいの単位でも待てないケースがほとんどですので、そういうときに迅速

に連絡をとっていただく手段というのが、本当にメールだけで十分なのかということも検討の必

要性があるのではないかと思います。 

 それとお願いなのですが、特にC to C間のオークション・フリマサイトの取引の場合なのです

が、消費者センターなりの窓口では、基本的にはC to C間の取引は積極的に介入することはして

いませんが、現状としてはサイト業者に対応に対しては協力を求めるところまでは窓口でさせて

いただいております。この場合、センターから申出に対して御本人から直接メールで問い合わせ

ていただかないと解決ができないということだとか、個人の了解を受けていなければセンターに

は一切お話しできないということで、なかなかセンターへの介入も拒まれるとまではいかないの

ですが、そういうケースが出てきています。センターと一緒になって解決していくという姿勢の

ないサイトも中にはありますので、その辺も今後検討していただけるといいなと思っております。 

 あとはシェアリングサービス関連だとか、その他の非マッチングサービスを端緒とした取引関

連については、特にシェアリングサービスはサービス自体が多岐にわたるため、統一した規約を

設けるということがなかなか定めにくいのではないかと思っておりますが、やはりオークショ

ン・フリマサイト並みに取組規約は欲しいなと実感として思いました。 

 今、まとめ上げられた内容を見ますと、やはりどうしても表面的な取組や規約であるという印

象は受けましたし、特に返品や解約に関する取組がないものもありましたので、この辺の整備は

必須になるのではないかという印象を受けました。 

 以上です。 
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○中田座長 ありがとうございました。 

 まだまだ足りない部分があるという御指摘だったのではないかと思います。表の中でもある程

度は反映されている部分はあると思うのですが、そこの評価も含めて御意見をいただいたと思い

ます。 

 ほかにいかがでしょうか。まだ少し時間をとって議論をしたいと思いますので、城委員、どう

ぞ。 

○城委員 私も今回の表作成に協力させていただいた立場で、入力が難しいなというか、実態を

反映することが難しいなと思ったところがあったので、そこを発言させてください。 

 「利用規約等」の欄ですけれども、弊社の例でもそうであるように、利用規約にはガイドライ

ンですとか、そのほかいろいろなインストラクション等も利用規約に含むという形で定めている

事業者が多いと思います。利用規約のところで重要なのは、きちんとお客様、消費者の方が理解

していただいた上でサービスを利用していただくことだと思っていまして、「利用規約等」の欄

は、弊社ではガイド等でこういったことを書いていますということを記載しています。ほかの会

社にも、こういったことをきちんと利用者の方にわかっていただいているというか、周知してい

ることを書いたほうが、より事業者の取組としては実態を反映するのではないかと感じました。 

 どうしても利用規約そのものについては、難しい言葉で書くようなことになっていて、お客様

からすると、私自身としてもどこまで理解していただけるのかなと思うところがありまして、そ

ういったところをガイドで平易な言葉で伝えているように努力しているところでして、そういっ

たところも酌んでいただけるとありがたいなと思った次第です。 

○中田座長 利用規約だけではなくて、むしろガイドをここに書いておいたほうがいいというこ

とですね。 

○城委員 はい。私のほうではそういったことを書かせていただいたのですけれども、ほかの事

業者さんでももしかするとそういったところがあるのではないかと思ったところです。 

○中田座長 了解いたしました。 

 前田委員、お願いします。 

○前田委員 AICJの前田です。 

 事務局の皆様方には、このような表を大変時間と御苦労をかけられたかなと思います。大変あ

りがとうございました。お疲れさまでした。 

 先ほどの城委員からのコメントにAICJとして追加、補足をさせていただければと思うのですけ

れども、AICJの中でも利用規約だけではなくて、ガイドラインなども記載があるものももちろん

あります。特に利用規約になるとそういうものがございますので、例えば利用規約そのものには

根拠という形では記載はないけれども、例えばヘルプセンターだったり、あるいはガイドライン

だったり、呼び名は幾らでもあるかと思うのですが、ウェブ上で記載されているものがたくさん

ございます。リンクを張ってしまうとどこの会社かというのがわかってしまうので、この図表の

性質上なかなか難しいところがあったかなと思うのですが、なのでものによっては取組内容のと

ころで御参照いただければなと思っております。取組内容の中で例えば右の欄が根拠として利用
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規約等が挙げられているのですけれども、必ずしもこれがないからといって何も取組をしていな

いかというと、そういうわけではなくて、単純にもっと分かりやすいところに落とし込まれてい

て、それがウェブ上で公表して見られる状況になっているものもあるので、その点だけお読みに

なられるときには留意していただきますとありがたいです。 

 以上です。 

○中田座長 生貝委員、どうぞ。 

○生貝委員 今の前田委員の御指摘に関連して御質問なのですが、例えばこの整理の目的が消費

者あるいは私たちのような研究者を含めて、今後様々な事業者様の取組をしっかりと可視化でき

るといったことが目的であれば、そういったような具体的な取組へのリンクというのは現実とし

てあってもよいのではないかと思ったときに、御質問といたしましては、今回、事業者Ａ、Ｂ、

Ｃ、Ｄ、Ｅといったふうに匿名化されていますが、これは匿名化する必要というのは例えばどう

いった理由によるのかということがもしございましたら、教えていただければと思います。 

○友行企画官 匿名化しておりますけれども、個社の事業者様の名前をこういった資料に記載す

るとなりますと、論点が個社はこういう取組をしているけれども、他社はどうだとか、個々の事

業者の取組に議論の中心が行ってしまうこともあり得るのではないかと思いまして、この事業者

はこういう取組をやっています、この事業者はこういう取組をやっていますということが今回の

整理の目的ではございませんで、トラブルもくくっておりまして、例えば加盟店管理に関する取

組としては、例えばこういった取組がありますということを整理するといったことが目的でござ

いましたので、個別の会社の話にならないようにということもございまして、事業者名は出して

いないところでございます。 

○中田座長 個別の事業者に対する意見の交換ということではなくて、むしろ取組であったり、

その内容についての意見交換をするための資料という形でつくられていることが前提になってい

るということです。 

○生貝委員 ありがとうございます。事実上、特定はできると思うので、そのように思った部分

もあるので、これは別に強い意見としてではございません。 

 関連して２点目は意見といたしまして、先ほどのプラットフォームの位置づけを明確化すると

いうところに関わると思うのですが、例えば25ページ以降、シェアリングエコノミー事業者の記

述がなされているところですと、事業者Ｄというのがシェアリングエコノミー協会様の認定制度

の内容を記述しているという理解であるのですけれども、ほかの取組の部分というのが個別具体

的な、実際に利用規約にも反映される取組であるのに対して、これはまさしく石原委員から御説

明いただいたとおり、業界全体としてこういった基準を認証しているという形なので、位置付け

が１つは違うということを明確に記述する必要があるのかなということ。 

 もう一つは、シェアリングエコノミー協会を事業者と読むことが正しいのかどうかということ

についても、少し記述を、これは体裁面ですけれども、検討いただけるとよろしいかと思いまし

た。 

○友行企画官 そちらのところにつきましては、例えば資料の注意事項のところに表中の＜事業
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者＊＞というのは１事業者様だけではなくて、団体、複数事業者様の取組を表しているところも

ございますという形でカバーできればと考えているところでございます。 

○中田座長 そうですね。場合によっては事業者団体という形で表示することも可能ですかね。 

○生貝委員 団体としての取組だということが中で明確にわかればよいのかなと思います。 

○中田座長 ほかにいかがでしょうか。では、西村委員、原田委員、お願いします。 

○西村委員 いろいろおまとめいただいてありがとうございました。 

 補償サービスとか、昔と比べてどうだったかなということを周りとも話してみたのですが、昔

はなかなかブランド品の真贋鑑定とか難しくて、補償サービスには乗ってこなかったことがあっ

たことを思えば、いろいろプラットフォーム様のほうで御対応いただいている現実があるかなと

は思いました。 

 利用規約は各社そんなにものすごく変わっているわけではないのですが、禁止事項とかがいろ

いろありまして、これを遵守して、これで運営していきましょうということなのですが、そうい

うことを守れなくてトラブルが起こっていてというときに、禁止事項を守っていないほうも悪い

のですが、事業者様が例えば出品禁止品を極力パトロールしていますとおっしゃっていますが、

出品されていること自体は何かペナルティーをプラットフォームのほうでも持ってもいいのでは

ないかと思うのです。スピードアップを考えるとユーザーから送信依頼があったときに、そのま

ま流しているのかなと思います。AIによる検知みたいなものも今、進んではいるようですが、や

はり売っていたんだよという消費者側の意識と、プラットフォームが結構傍観者的になっている

ので、その辺の立ち位置は消費者にとってつらいものがあります。 

 最近のシェアリングサービスでは、プラットフォームが契約相手になるものもありますので、

その辺の契約に対するかかわり方みたいなものも考えていく必要があるのかなと思います。 

 大谷委員からも言われていましたように、なかなか昔の電話勧誘だったり訪問勧誘の業者と違

って、通販で消費者自ら注文していることもありますし、オンラインの話はいろいろ調べていく

のが難しいのです。広告表示にしてもちゃんとすごいきっぱりとした消費者はスクリーンショッ

トを一回一回残していたりはしますが、そういうことがないと結構このときエラー表示があった

んですということがなかなか示されないので、協力的なプラットフォームさんにはいろいろログ

を確認できたりはするのですが、プラットフォームさん自身が間違っているとか、プラットフォ

ームさんの利用規約自体に問題がある可能性とかもあるので、第三者的なADR的な場での協議みた

いな余地も検討いただくほうがいいのではないかと思っています。 

 とりとめないですが、以上です。 

○中田座長 そうですね。画面表示が変わってしまうというのは結構ある話で、私も経験しまし

た。旅行のためにあるチケットを買うときに、最初の値段で、申し込んだ途端に今の値段ではお

売りすることができませんという表示が出て、違う値段表示になってしまったことがあります。

必要な事項を全部書き込んでそれでやめるというのはなかなか面倒くさくて、まあいいや、2,000

円ぐらいだったらというので、そのまま更にクリックしてしまうということがありました。実際

に、価格表示が最後に変わってしまうというようなオンラインプラットフォームもありますし、
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消費者にそれを証明しろと言われたらなかなか難しいと思います。これではスクリーンショット

を一番最初に撮ってから最後入力するまでそれを持っているような人であっても、規約でそのよ

うになりますよと書かれていたら対処のしようがないでしょう。そのあたりは事業の誠実性とか、

そういう問題としても取り上げることはできるかなと思います。 

 続きまして、原田委員、お願いします。 

○原田委員 表の取りまとめありがとうございました。非常に興味深い内容になっておりまして、

これを見て率直な感想として、B to C、C to C、そしてシェアリングエコノミーと、これがます

ます特徴が分かれるといいますか、あまり普通の同じようなプラットフォームではなくて、かな

りB to CとC to Cは全く違うプラットフォームだ、そういう特徴があるんだというようなことが

非常によくわかったかなという感じがいたしました。 

 B to Cの場合ですと、先ほどありましたように比較的解決が難しくないものがあるということ

でしたけれども、表を拝見すると出店舗さんとの規約みたいな内容のものも含まれておりまして、

逆に言ったらB to Cの場合は、Ｃはモールさんと出店舗さんの出店舗規約というのはほぼ見るこ

とがないものですから、そうすると、消費者はそんなところまで見たくはないのでしょうけれど

も、ただ、もしそれがわかっていたら、もしかしたらこのお店さんは出店舗規約としても違反し

ていることをやっているから、もう少し解決に向けてうまく交渉ができたりとか、そういうこと

もできるのではないかと思った次第です。 

 逆に言ったらC to Cは全員同じルールなので、売主にも買主にもなりますので、その点では同

じルールで運用されているからいいのですが、B to Cは出店舗規約が消費者は分からないので、

そうするとそこで実は違う、やってはいけないことでしたとか、出店舗にペナルティーがあるよ

うな出品の方法でしたみたいなことが分かると、消費者も解決の糸口が見つけやすくなるのかな

と思ったということです。 

 匿名で通報できるというような仕組みを設けていらっしゃるところもありました。逆に言うと、

通報で知るというのは恥ずかしいことで、プラットフォームは先に認知しないと、もちろん匿名

で知ってそれで調査するというのも手段としてはあるのですが、できる限りはプラットフォーム

が先にパトロールをして見つけていただきたい。それはC to Cは特に悪用者が参入しやすいです

ので、だからその点ではモールさん同士がある程度、不良出品者というのが結局プラットフォー

ムを変えていったら切りがないので、ある程度の共有というのが必要なのかなと思ったというよ

うなところです。なので、プラットフォームごとによって大分特徴の違いというのも出てきたよ

うな気がするので、それぞれにおいて紛争解決にいい方法をもう少し考えられたらいいなと思い

ました。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 実はこの問題は後ほど議論する論点として用意されておりますので、時間の関係で、一旦ここ

で打ち切らせていただきます。もう一人ぐらい、もしありましたら。では、石原委員。 

○石原委員 私のほうからは、先ほど大谷委員から少し御指摘のあったシェアリングサービス関

連の解約・返品に関する分類、資料１の７ページのところ、取組内容がないという御指摘をいた
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だいた点について、補足させていただければと思います。 

 こちらは資料１では抽象化して書いていただいているので、実際の内容が書かれていないもの

なのですけれども、資料２の29ページ、フードデリバリーのサービスのトラブルを想定したとい

うか、内容がここに書かれていると思うのです。私もどういう対応状況で書こうかなと思ってい

ろいろ考えたのですが、私が正直に事務局の方にお伝えした内容をお話しさせていただくと、不

幸な事故ではあるのですけれども、内容がお寿司だったということも含めて、なかなかプラット

フォーマーにどうこうしろというのはなかなか難しい事案だったのではないか。かなり特殊な事

例だったと思われて、これに対応する何か業界でやっているかとか、個社で何かやっているかと

いうところで言うと、対応するものはないという状況で私としては回答していたところです。 

 当然、フリーマーケットさんとかのトラブルの相談対応の取組内容で書かれているエスクロー、

実際にサービスが提供されない限りは支払がされないとか、そういった形の個社レベルでの取組

というのは当然、プラットフォーム事業者ごとにほぼ100％エスクローが入っていますので、そう

いった形で対応しているという意味では、この取組内容のところに書いておいたほうがいいのか

なと。業界団体、我々シェアリングエコノミー協会の認証制度若しくは業界団体としての何かト

ラブルという意味では、キャンセルポリシーとかちゃんと書いてくださいねという啓発活動云々

はあるものの、個別具体的に29ページのフードデリバリーのお寿司を頼んだのだけれども、その

間にトイレに行っていて、携帯の充電が切れてしまって連絡がつかないまま10分たったら、その

ままいなくなってしまったという非常に悲しい事故ではあるのですが、正直これはなかなか対応

が双方とも難しい。多分、届ける配達員としても非常に困った事案だったろうなという感じは受

けていますので、抽象化してしまうとそこら辺が抜け落ちてしまうところが懸念点かなと思いま

した。 

 以上です。 

○中田座長 ありがとうございます。それでは、次の議題に入りたいと思いますが、よろしいで

しょうか。 

 前回の専門調査会でアンケート調査について事務局から説明をいただきました。そのアンケー

ト調査、そのときに出された意見というものを踏まえまして、年代別のクロス集計を事務局で整

理していただきましたので、簡単に資料３について説明をしていただきたいと思います。 

○友行企画官 資料３を御覧いただけますでしょうか。前回の７月27日の専門調査会のときにア

ンケート調査の概要というところで一旦、御紹介させていただいておりまして、７月半ばぐらい

にウェブ調査を行いまして、10代から70代の男女1,000名程度にモールやフリマサイトに関するア

ンケートを行い、その一部などにつきまして前回の専門調査会で御報告させていただきました。 

 消費者がモールを使ったりフリマを使ったりしているときに、どんなことを考えているのかと

いうのを探りたいというのがアンケートの目的の１つであったわけでございますが、前回お出し

した資料につきましては、特に年齢別とかそういったデータは多くは示しておりませんでしたの

で、今回は少し細かくなりますが、年代別に分けて何か特徴があるかどうかということを見るこ

とを目的に、また、情報共有させていただくために資料３としてお出ししたものでございます。 
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 資料３の表紙を見ていただきますと、分類としてはモールとフリマサイトと利用規約のところ

を少しと、評価、レビューについてどう思っているかということと、最後のところは自由回答欄

につきまして、アフターコードの手法を使って本当は文章で書かれているものを少し分類して整

理して、数値化するとどうなるかというものを事務局の責任において試み、御参考としてお付け

しております。 

 おめくりいただきまして１ページ目を御覧いただきますと、モールを利用する際の理由・基準

は何かという設問につきまして、これを10代、20代、70代ということで年代別に見てみますと、

どの年代につきましてもグラフの青い縦の棒グラフでございまして、価格が安いというのが利用

する基準になっているというところが、どの年代も高いというところが特徴の１つなっておりま

す。 

 それに加えまして年代別に見たところでは、濃い黄色といいますか、店舗に行く時間が不要と

いうのが左から６列目ぐらいのところに棒グラフが立っているのですけれども、これが60代です

とか70代ですと、そういったメリットを感じて利用しているというところの割合が高くなってお

りまして、これが若い人との数字の出方が違うところが特徴的になっております。 

 ３ページ目は、ショッピングモールサイトを利用する際、どこを確認しますかという設問でご

ざいますけれども、全般的には商品説明といったところのグラフが上に伸びておりまして、濃い

緑色でございますが、そのほか特徴的なところといたしましては、例えば10代、20代、30代、40

代ぐらいでは、オレンジのところの出品者のレビューなどの評価欄も見ていますといったところ

が、割と若い人も含めてみんな見ているんだなというところが特徴的なところかと思われます。 

 ４ページ目を見ていただきますと、ショッピングモールサイトを利用する際に不安を感じるの

はどういった場合かというところでございますが、特に不安を感じることはないというのも一定

程度ございますし、あと特徴的なところといたしましては、10代、20代で非常に数字が高いのが

緑色のところでございまして、商品やサービスに関連する写真、図表が分かりにくい。もう少し

分かりやすいといいなと思っているというところでございます。他方、50代、60代、70代の人は

何を思っているかというと、濃い茶色のところでございまして、支払や代金決済でのトラブルが

生じないかというところを気にしている人が、50代以降の方では多いというところが少し年代別

に見た特徴となっております。 

 ５ページ目は、モールサイトを利用した際のトラブルの経験はというところにつきましては、

ないというのが圧倒的に多いわけでございますけれども、次にあるところでは品質に関すること

でございますとか、濃い色の配送に関するところでございまして、これはあまり年代別に大きな

差はなかったのかなと考えられます。 

 ６ページ以降がオークション・フリマサイトに関連するところのグラフになっておりまして、

こちらはオークション・フリマサイトを利用する理由、基準は何かというところでございますが、

こちらはC to C取引になりますので、理由の一番は安い価格で入手できるというところになって

おりますけれども、その次は何かというと、商品の種類が豊富だといった回答や、出品されてい

るものを比較できるといったことがグラフとしては高くなっておりまして、あと、40代とか50代
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を見ていただきますと、濃い茶色のレアな商品が手に入るといったところもグラフとしては高く

伸びてきてございます。また、濃い青になりますけれども、使わなくなったものを容易に換金で

きるといったところも、各年代で割と高くなっているところが特徴かと思われます。 

 ７ページ、８ページに行っていただきますと、こちらはオークション・フリマサイトを利用す

る際、どこを確認するかでございますが、一番グラフとして目立ちますのが、出品者のレビュー

などの評価欄というところが目立つのと、あとは商品説明でございます。C to Cですと何が売ら

れているかよく分からない。よくレビューなども見るし、商品の説明もよく見ますというところ

でございまして、特に商品説明などは40代、50代、60代の人のほうが気にしているところが年代

別に見た特徴かと思われます。 

 ９ページがオークション・フリマサイトを購入者として利用する場合に、どこに不安を感じる

かといったところでございますけれども、不安を感じることはないと答えているのが一番高い年

代のところも40代、50代、60代ぐらいでございますが、若い人、10代ぐらいですと、商品やサー

ビスの説明文が分かりにくいところが気になるといったところが、グラフの出方としては大きく

なっているかと思います。 

 10ページ目にまいりますと、オークション・フリマサイトで購入した際のトラブルの経験でご

ざいますが、トラブルの経験はないというのが各年代で最も高くなっておりますけれども、その

次に多いのはモールなどと同様で、品質に関することや配送に関することが若干目立っていると

ころでございます。 

 11ページ目はフリマサイトの出品の際に不安を感じるところでございますが、今度は出品側に

なりますので、特に10代、20代の若い方々などは、手数料がどれだけ発生するかということを気

にしていますといったところでございます。それから、若い方、やはり10代、20代のところでは

濃い黄色のところも数字としては高く上がっておりまして、購入希望者から不適切な価格交渉を

求められないかといったところも気にしているところでございます。 

 12ページ目に行きますと、出品した際のトラブルの経験はあるかというところでございますが、

こちらもトラブルの経験はないというところが圧倒的に多くなっておりますけれども、そのほか

としては、商品やサービスの品質に関するところが若干数字としては目立つかなといったところ

でございます。 

 13ページ目からは利用規約でございますけれども、これは前回、全体の数字をお見せしたとこ

ろでございますが、毎回読むとか、ほぼ毎回読むという選択肢がございまして、予想どおり毎回

読むという方はそんなに多くないのでございますが、年代別に見ますとこのアンケートの結果で

は10代、20代、30代の方のほうが毎回利用規約を読むという数字が高くなっている、大きくなっ

ているところが見てとれるかと思われます。 

 14ページ目は、モールサイトの利用規約を読まない理由でございますけれども、こちらにつき

ましては濃い赤のところで読むのが面倒というのがありまして、それはそう言われてしまうと何

ともしようがないのですが、その次に大きいところといたしましては、紫色の細かな文字の羅列

で読みにくいといったことでございまして、こちら50代、60代の方の数字も高くなっております
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が、10代、20代の人も細かいなと思っている方が割といらっしゃるところでございます。 

 それから、規約の内容を理解できないという方も一定程度いらっしゃいまして、若い方だと２

割ぐらいいらっしゃいますが、これを大きいと見るかどうかというところもございますけれども、

そもそも読んでも理解できないということがもしかして生じているかもしれないというところで

ございます。 

 15ページ目は、オークション・フリマサイトで購入するときに利用規約を読みますかといった

ところでございまして、こちらは御覧のような形になっておりまして、購入の際は毎回読むとい

う方は１桁ぐらいしかいらっしゃらないといったところでございます。 

 16ページ目にまいりますと、今度はこちらはオークション・フリマサイトで購入の際、利用規

約を読まない理由でございますけれども、一番多いのは面倒というところもございますが、紫の

ところでやはり細かな字で読みにくいというところも同じくございまして、それから、規約の内

容を理解できないという方も一定程度いらっしゃるといったところは同じでございます。 

 17ページからは出品の際の話でございますが、こちらも傾向としては大きな特徴はあまりほか

のものとは変わらずではないかと思われます。そもそもこちらぐらいになりますと回答者数が少

ないというところもございまして、御参考程度に御覧いただければというところでございます。 

 18ページ目が出品の際に利用規約を読まない理由でございますが、こちらもほかの設問の回答

と大きな特徴はそれほどございませんが、紫色の細かな文字の羅列で読みにくいといったところ

が気になるところかと思われます。 

 19ページからはレビューでございますけれども、これも前回、一定程度の、全体の数字は御紹

介いたしましたが、評価、レビューはインターネットで取引する際には割と皆さん見ているとい

ったところでございます。若い方のほうがこのデータからは見ている、常に参考にするといった

数字が高いといったところが見てとれるかと思います。 

 20ページにつきましては、インターネットで取引を行う際に対象の商品・サービスのレビュー

を見ますかといったところでございまして、常に参考にするというのが10代、20代、30代、40代

では３割程度でございます。 

 21ページは、取引を行った際に閲覧したレビューの信頼性に疑問を感じたことがあるかといっ

たところでございますが、こちらにつきましては緑の棒グラフが一番目立っておりまして、たま

に感じることがあるといったところでございます。年代別に見てみますと、そんなには大きな特

徴的なものが見てとれるかというと、そこまでは難しいかなというようなところでございます。 

 一番最後のところ、22ページ目ですが、少しグラフの向きが違って恐縮でございますけれども、

先ほど申しましたようにアンケートの自由回答に後から、例えば対応の丁寧さとか、低廉なサー

ビスといったことについてのコードを振りまして、それを数字で集計するとどういう傾向が見ら

れるかというものを見たものでございます。アンケートの設問としましては、例えばモールサイ

トの運営に関してトラブルが起きないようにするために、運営者の責任で行ってほしいサービス

や情報提供がありますかといった設問。それから、モールに関することと、フリマ購入に関する

ことと、フリマ出品に関することと、シェアリングサービスに関することというふうに、４つの
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自由回答の設問を立てておりまして、それぞれについて対応の丁寧さ、低廉なサービスといった

ことでコードを振っております。 

 どういった観点でコードを振ったかにつきましては、23ページ目のところに分類の定義を、事

務方としてはこういうような分類で行いましたとしておりますので、後で御参照いただければと

思いますが、そういった形で自由回答欄を数値化してみると、何かが見えるかなといったところ

でございますけれども、モールについてプラットフォーム事業者の責任で行ってほしいサービス

につきましては、肌色の棒グラフでございますが、表示内容の改善ですとか、対応の丁寧さみた

いなもの、そういったところを求めている。それから、身元確認違反者等の排除の対応といった

ところも数字が目立つところでございます。それ以外のC to Cのところの取引、フリマ関連やシ

ェアリングサービスのところなどにつきましては、身元確認違反者等の排除の対応といったとこ

ろが圧倒的に数字が高くなってきておりまして、消費者の方はこういったところを求めているこ

とが見てとれるところでございます。 

 アンケートにつきましては、補足で今回このようなデータの集計をさせていただきまして、御

紹介するといったところでございまして、以上でございます。 

○中田座長 ありがとうございました。年齢によって大きな差が出るところがあるなというのが

この資料から見てとれるのではないかと思います。 

 この内容につきまして委員から何かございませんでしょうか。いかがでしょうか。増田委員、

お願いします。 

○増田委員 規約を読まないというのは不届きかと思いますが、私を含めて多くの人がそうなの

だろうと思います。それは裏返して考えますと、多分こうだろうという消費者からの期待という

か、消費者側からの常識というのがベースにあるのだろうと思います。それをあらわして先ほど

の利用規約の例という中にも、事業者の方々のほうである程度共通的に取り組んでいることがあ

ろうかと思いますので、まずは共通に取り組んでいることが常識になってほしい。それがガイド

ラインであったり、利用規約であったり、いろいろなレベルかもしれません。それから、書き方

だったり分かりやすさ、どこに表示するのかとか、そういう問題を共通にしていただきたいなと

希望します。重要な部分だけれども、消費者としてはこれが普通のことだろうと思うような部分

を最低限、共有化していただくことが必要なのかなと、このアンケートからも思いました。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 規約を読まない、利用規約が２ページに渡ったら誰も読まないでしょうね。おそらくビジネス

モデルの根幹部分をきちんと示すことが前提なのだろうと思いますし、そこは消費者としてもど

ういう取引に入るのかというのは基本的な情報として認識しておかなければいけないのですが、

それが過剰になってしまうとおそらく誰も読まないということになってしまいますので、先ほど

からガイドラインとか言葉がいろいろ使われているのですが、基本的な情報をどういうふうに消

費者に提供するかというところは重要ですね。そういった問題としてこの利用規約を読まないと

いう数字が現実としてあるわけですから、それをどういうふうに改善していくかというのは課題

になるのではないかと考えます。増田委員の意見に添えて言うならば、そういうことが言えるの
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ではないかと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。原田委員、どうぞ。 

○原田委員 取りまとめありがとうございました。 

 19ページ以降のレビューのところなのですけれども、多分B to CとC to Cはレビューの意味が

全然違うと思うのです。というのはB to Cで店舗をレビューするのだったら一方通行なので、消

費者の方は割かし本音を書くのですが、C to Cで本音を書いていたらやっていられないので、私

も個人間取引をやりますけれども、相手の人が４日も連絡がとれなくても、それでも最終的には

どうもありがとうございました、とてもいいとかにしてしまうので、お互いを評価し合うのでど

うしても報復評価はどうしても入ってくるので、そうするとそれが本音のいい評価なのかどうか

というと、決してそうではないかもしれない。 

 要はB to CとC to Cのレビューは全く意味が違うものであって、それを同じくくりで取引する

相手として信用に値するものか否かというようなところを判断してしまうこと自体が結構違うの

かなというイメージでおります。なので結構C to Cに関しては同時に評価するとか、いろいろプ

ラットフォームさんによっては伺っていると、その努力をされていらっしゃるということで、そ

れはとてもいい努力だなと思うのですが、お互いに評価するのと一方通行の評価というのは違う

ので、なのでその点はプラットフォームによって分けて考えたほうがいいのかなと思いました。 

○中田座長 ほかにいかがでしょうか。 

 かなり始めてから時間がたっているのですけれども、もう１人ぐらいもしありましたら御意見

をお伺いしたいなと思うのですが、せっかくのクロス調査なので。蟹瀬委員、お願いします。 

○蟹瀬委員 調査も関係あるのですが、今のレビューの話は正しいなと思いながらお聞きしたの

ですが、NHKでレビュー屋さんというのがあって、１点1,000円で引き受けていてというのが報道

されていまして、見たことも、使ったことも、食べたこともないものに対していいよとか、こう

だったからいいよとか書いてしまうのを1,000円で受けて、それが生活費になっているという中年

の男性が出ていましたが、やはりそんな時代になってきたということを確実に理解しながらアン

ケートもとっていかないと、難しい部分があるなと今お聞きしておりました。 

 調査に関係ないことを１つ、今、事務局がおっしゃった両方の説明について、実は私、30年ほ

ど実店舗で仕事をしていまして、あと10年がECで仕事をしております。そうするとショッピング

モールという実店舗においては、リーシングをする側が責任を持っておりまして、リーシングを

する以上はモールに来た人たちに対しての保険をしっかりかけています。それから、保険だけで

はなくて法律でしっかり守られている。ですから売る物も目に見えるし、品質も目に見える。そ

ういった買い物が長い消費者の生活の中に入ってきたECとか、こういうプラットフォームのビジ

ネスというのは、今、こちらの両方の説明を見ていますと、大きく問題が起きるのは要するに品

質、偽物をつかまされた、不正商品でした、買ったギフトカードが実は不正のカードで、実際に

使おうと思ったら使えませんでした、実存しない商品もあります、というのは実際の実店舗のあ

るビジネスにはあり得ないことなのです。 

 そこでウェブという特殊のエア店舗というか、その中で起こるものを想定してみて、そこで何
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をやらなければいけないのかというのは割と大きくすでに取り上げられている。両方読むと、私

はレビューの話から入りましたけれども、レビューだけではなくて、小さいことで今は起こる。

例えば今、座長がおっしゃったように、途中で表示が変わってしまう。これは実店舗で売ってい

るものは、例えば賞味期限があって、途中で賞味期限が変わったりはしないわけです。ネットで

も安いのは例えば一休さんですといつまで有効ですよときちんと書いてあります。ですから客も

そのつもりで買うわけです。ところが一方でそういう意味ですぐ変えられてしまうのもあります。

実店舗では印刷してお店に張っていたものをはがさない限りは、変更できない。そんなお客の行

動と全く違って、ウェブ内では数秒で変わってしまう。 

 そういったウェブ店舗での特徴を取り上げていきながら、例えば送料無料と書いてあったけれ

ども、有料ですと言われました。キャンセルいいよと言っていたのに行けなくなってキャンセル

料を払わされました。アカウントを不正利用されました。これは普通、VISAカードを使って店舗

でやって不正利用だった場合はVISAカードが全部パトロールをしていて、こんな買い物していま

せんかというのを持っている人にちゃんと聞いてくるというシステムを持っています。一方ネッ

ト内は、そういうものが実存しないというか、パトロールが実存しないところがたくさんあった

りする。それから、配送不備とか商品未着とか、そういうものも本当ならば追いかけられるよう

にきちんとなっています。今ちゃんとデータが送られてきて。だからそういうことはあり得ない

はずなのですけれども、それが起こってしまった。 

 それから、なりすましとか、フィッシングとか、先ほど言われた報復を恐れての正しい評価を

しないとか、そういったことというのは今までの実店舗ではあり得なかったことがほとんどです。

ですからカードとかを使っての不正利用というのは、実店舗ではたくさんありましたけれども、

それはそれで店側も含めてカード会社もちゃんとしたスクリーニングするものを持ってやってい

ますから、なかったのですが、それが起こってくる。それを見るとエア店舗において何か見えて

くるものがありますね。なりすましとかいろいろなものも含め。 

 そして、こういうことが私、自分の会社でやっていてあったのですが、ウェブサイトで月に１

回キャンペーンを変えていきます。ところが、cookieとしてある方のコンピューターの中に前の

キャンペーンが残るのです。そうすると、前のキャンペーンの価格で注文されてくるのです。う

ちは今そのキャンペーンはやっておりませんと言うと、いや、やっています、今、私のページに

載っていますとおっしゃった。私たちは７月のとちゃんと書いてある。８月になって注文するの

で、それは７月のですけれども、でもちゃんと載っているのだからその価格で売ってよと言われ

て、はいと言って私たちは売るのです。そういうcookieというものがあるんだということを消費

者が知らなかったりする。ほとんどの人がウェブの中がどうなっているかほとんど分からない。

特に50代、60代、70代になってくると分からなくなっている。今せっかくこれだけのことをなさ

っているので、実店舗にあって触れば分かるものが触れないとか、比較をしていくとエア店舗に

おいてやらなければならないことって、もっと違うところにたくさんあるのかなというような感

想を感じました。 

 そして、先ほど構造上の問題が挙がっていましたが、構造上で大変よくなさっているところと、
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まだ全然なさっていないところがあるかと思います。それを一度、消費者の視点で見直してみて

いただいて、Ａ社はここまですごくいいことができているけれども、この辺は弱いね。Ｂ社はこ

の辺はすごい強いけれども、この辺が弱いねというのを全部合わせて消費者の視点で見ていただ

くと、Ａ社のいいところとＢ社のいいところをとっていただいて、そして１つの基準をつくって

いただく。消費者視点でのチェックポイントというか、ちゃんとしたプラットフォームの１つの

ルールが決まってくるかなと感じましたので、一言、申し上げました。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 それでは、この後、議論を進めていきます。資料４に論点を書いてあるものがあると思います。

討議資料という形です。今から10分ほど休憩を挟みまして、この討議資料について、個別の論点

というものも出させていただいていますので、皆様からこの内容について御意見をいただくとい

う形で進めていきたいと思います。 

 それでは、今から10分、38分から再開させていただきたいと思います。一旦、休憩に入ります。 

 

（休  憩） 

 

≪３．討議≫ 

 

○中田座長 それでは、時間になりましたので再開させていただきます。 

 次の議題は討議ということになっております。前半でも大分今から議論をしていただく論点に

関係するものまで出ていたのではないかと思いました。これまで議論をしていただいた部分も踏

まえて、議論をお願いいたします。これについては議論の項目についての資料を事務局に用意を

していただきました。私のほうも加わって作成させていただいたものであります。とりあえず事

務局から５分程度で内容について簡単に説明をお願いできればと思います。よろしくお願いいた

します。 

○友行企画官 それでは、資料４を御覧いただけますでしょうか。討議資料とございますけれど

も、ここからはこういった論点について意見交換をしていただければと思いまして、意見が進む

ようにということで御用意させていただいているものでございます。 

 本日、御説明いたしました資料１、資料２、それから、アンケートの内容の資料３とございま

すけれども、資料１、資料２につきましてはトラブルの全てをもちろん網羅しているわけではご

ざいませんで、トラブル事例として挙げておりまして、それに対する事業者様の取組の例という

ような形で整理させていただいたものでございまして、資料３につきましても実際の消費者がど

のようなことを考えているのかということがわかればというような議論の前提となるような材料

として御提出させていただくという趣旨で、本日は資料１、資料２、資料３という形で御用意さ

せていただいておりまして、こういった事柄を踏まえまして御討議といいますか、意見交換して

いただければということで、その意見交換の流れがスムーズにいくようにという趣旨でこの討議

資料を御用意させていただいております。 
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 最初のところにつきましては、まず消費者トラブルの内容でございまして、資料１、資料２で

も整理させていただいておりますが、そこから伺えることは何かといったことを座長とも相談し

まして整理し、そこから議論を発展させていただく検討事項でございますが、最初の１番は、B to 

C取引におけるプラットフォームが介在する取引と、インターネット上の直販を考えてみるという

ところでございまして、インターネット上の直販というのはプラットフォームが絡まないで、直

接何とか電気から直接消費者が買うとかいった、そういったものを想定してございまして、反対

にプラットフォームが介在する取引というのは、いわゆるモールでございまして、プラットフォ

ーム事業者様がいて、その上にお店を出している事業者様がいて、そこから消費者が買うことを

想定してございますけれども、果たしてその２つのタイプで消費者が買うといったときに生じて

いる消費者トラブルというのは、そこに何か違いがあるのかないのかというところを１つ押さえ

てはどうかといったところでございます。 

 今回、資料１、資料２では、プラットフォームが介在するトラブル事例を整理させていただい

ておりますけれども、そこを見ますと信憑性の低い情報商材があるとか、無料のはずがキャンセ

ル料を請求されたとか、そのような事柄が項目として挙がっておりまして、これとは別にインタ

ーネット上の直販でも起こり得るのではないかということが想像されるのですが、果たしてプラ

ットフォームが介在することによって何か違うことが起きているのか起きていないのか、プラッ

トフォーム事業者様がいることで何かメリットがあるのかないのかといったことが考えられない

かということで、１つ論点として立てております。 

 検討事項といたしまして①でございますが、プラットフォームが介在する取引とインターネッ

ト直販との間に、消費者トラブルの内容や性質に大きな相違や特徴はそもそもあるのか。もしあ

るとしたらどのような点かというところでございまして、もし違いがあるとすればプラットフォ

ーム事業者様はどのように機能しているかといったことも考えられるのかどうかといったところ

もあるのかなと考えております。 

 ２番目のところでございますが、B to C取引とC to C取引について分けて考えてみるというと

ころでございまして、そこで消費者トラブルの相違とか特徴について、どのようなことがあるの

かといったところでございます。こちらにつきましてはトラブルの内容を見る限り、違いがある

ということが考えられるのではないかと思っておりまして、例えばC to C取引ではそもそも提供

者が取引に慣れていないところがございますし、B to C取引よりも出品禁止品の出品が多いので

はないかということが考えられたりですとか、業法に必ずしも精通しているわけではないといっ

たことがあったり、あとは品質に関することがいろいろ起きているのではないかということでご

ざいまして、B to Cであれば事業者が売っているものは一定程度、想像がついたとしても、相手

方がＣだといろいろなものが売られてございますし、写真があったとしても、説明があったとし

ても、買った人が思っているものとは違うことが原因となってトラブルとなっているところが、

ひょっとするとB to Cよりも多いのではないかといったことが考えられたりですとか、あとはブ

ランド品に関することでございまして、ブランド品であるという記載があるけれども、本当にそ

うなのかということがトラブルの原因になっていたりですとか、あとは返しますと言われた場合
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に返ってきたものが本当に自分が出したものかどうかということの不安に関するようなトラブル

の事例も出ているところでございます。 

 それから、ここでも先ほども議論になりましたけれども、評価、レビューに関するところでご

ざいまして、アンケート結果からも非常に結構皆さん見ているということで、頼りにしている部

分があるのかも分かりませんが、相手方の報復を恐れてありのままの記載が困難といったような

相談事例が載ってきておりまして、これで本当に機能していると言えるのかどうかといったとこ

ろが資料１、資料２から読み取れるところでございます。 

 こういったことを踏まえまして、さらにB to C取引とC to C取引をめぐる消費者トラブルにつ

いては、相違とか特徴が見られるとしたら、このようなもののほかにどのようなことがあるのか

といったこと、それから、こういったことを踏まえましてプラットフォーム事業者様におかれま

しては、業務を運営する上でB to C取引とC to C取引で差異を設けている点はあるのかないのか。

もしあるとしたらどのような点かといったところを御議論いただけたらどうかと考えてございま

す。 

 次のページのⅡでございますが、プラットフォーム事業者の取組という表題にしておりまして、

資料にあるようなといいますのは資料１とか資料２のことを指しておりますけれども、事業者様

は消費者トラブルの取組をなさっております。未然防止、拡大防止に役立つこと、それから、ト

ラブル解決、被害救済といった事後的な救済に関することをなさっておりますが、それぞれそう

いった事柄がどのような効果をもたらしているかというところにつきまして、御議論いただいて

はどうかと考えてございます。 

 例えば資料１にありますように、モールであればどのようなことを行っているかといったよう

な取組例といたしまして、開店審査やクレーム対応、退店審査も行っている、退店措置も行って

いるといったことや、様々なモニタリングを行っているといったような記載もございましたし、

補償制度を設けているといったところもございました。こういった取組は様々行われているとこ

ろが表からは明らかになっておりますけれども、そういったことが具体的に実際にどのような効

果をもたらしているのかといったところについて、一度、御議論をいただいてはどうかと考えて

おります。それはモールサイトとフリマサイトで行われている取組が違うところもございますし、

シェアリングサービス関連につきましては、そもそも認証制度が先に来ているところでございま

したが、そういった認証制度はどのような効果をもたらしているかというところについても、非

常に関心の高いところではないかと思われます。 

 また、今回資料１、資料２でトラブルの事例と事業者様の取組ということを、不十分なところ

もあるかと思いますが、マッチングさせております。その結果、消費者トラブルの未然防止、解

決等に向けた取組が不十分と見られる点があるのかないのかというところでございます。取組の

すき間に落ちてしまっているところがあるのかないのか。もしあるとすれば、どのような取組を

行っていくのかといったところも御議論いただければと思います。 

 Ⅲは消費者トラブルの活用といったところでございまして、そもそもプラットフォーム事業者

様において、こういった消費者トラブルをどういうふうに収集しているのか。それから、そうい
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った収集したトラブル、トラブルの事例などにつきまして、どのように活用しているのかという

ところについても御議論いただければと思います。消費者に対して情報提供しているかどうかと

いうところにつきましても、関心があるのではないかと考えられます。 

 Ⅳは消費生活相談員様の役割でございまして、この専門調査会でもC to C取引における介入は

非常に困難だといったところが何回かの御議論でございましたけれども、それを前提としてオン

ラインプラットフォーム上の消費者トラブルについて、相談員様に求められる役割とか介入の方

法をどのように考えるかといったところでございます。 

 アのところに書いておりますB to C取引のB-C間への介入につきましては、これは別にプラット

フォームが介在していなくてインターネットのB to C取引でございますが、こういったところで

トラブルがあった場合、先ほど御指摘がありましたけれども、特商法などがあるのでそこは比較

的介入しやすいというところがございますが、そうではなくて、例えばB to C取引、C to C取引

における、C to C取引も含んだ、そしてプラットフォームが介入したときの消費生活相談員様の

役割が求められるものというのはどういったものがあるのか。ＢとＣの間にどうやって入ってい

くのか、ＣとＣの間にどうやって入ってくのか、それから、Ｃとプラットフォームとの間にどう

やって入っていけるのかということについて、どのようなことが求められるかといったこともい

ま一度、御議論いただければと思います。 

 海外プラットフォーム上における消費者トラブルについても、以前の専門調査会の中でも何回

か議論の俎上に上がったところがございますが、ネット上の取引でございますので、プラットフ

ォームとその上に乗っかっている事業者側、提供者側がそもそも海外事業者だという場合も当然

ございまして、そういった場合には消費者トラブルの解決等が困難となると言われております。

困難となる要因はそもそも何なのか。そういった要因を踏まえてどのような取組を行うことが考

えられるのかといったところでございます。 

 今回、御用意いたしました資料２の中にも、個別のトラブル事例の中には例えば３ページ目あ

たりのところには越境というふうにトラブルの分類のところに括弧書きで書かせていただいてい

るものにつきましては、海外のプラットフォーム事業者、海外の事業者に関わる消費者トラブル

となっております。数はたくさんございますけれども、例えば旅行などを予約した際にトラブル

が起きたという事例も実際には挙がってきております。こういった海外のプラットフォームが絡

む、それから、海外の事業者が絡む場合の消費者トラブルの解決が困難となる要因は何か。そう

いった当該要因を踏まえてどのような取組を行うことが考えられるのかといったことも、もしお

時間があれば御議論いただければと思っております。 

 以上でございます。 

○中田座長 ありがとうございました。 

 論点はこのような形で出させていただいています。事務局としても私としても事業者の立場か

ら見たこういった問題点、どういう形で捉えればいいのか。あるいは消費者サイドの見方として

どういうふうに捉えればいいのかというような点について、皆様にぜひ積極的に御発言いただい

て、議論を実り豊かなものにしていきたいと思っています。 
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 それでは、個別に今日は論点ごとに議論を行いたいと思います。まず「Ⅰ 消費者トラブルの

内容」のうち、B to C取引におけるプラットフォームが介在する取引とインターネット上の直販

の「イ 検討事項」の①について、皆さんから御意見を。先ほどの議論の中でも少し出たとは思

うのですが、もう一度この点について各委員からそれぞれの意見を言っていただけるとありがた

いと思います。まだ御発言されていない委員の方もおられると思いますので、ぜひよろしくお願

いいたします。 

 いかがでしょうか。平たく言うと、直販の規制というもので問題は解決されているのだという

見方もあるだろうと思いますし、そうではないのだという見方もあるのではないかと思いますが、

いかがでしょうか。 

 それでは、原田委員、お願いします。 

○原田委員 ちょっと感じたことなのですけれども、私が出させていただいた事例なんかにも混

ざっていると思うのですが、いわゆる不正アクセスとかなりすましの被害の御相談というのが昨

年ぐらいからかなり多発しておりまして、パスワードなどが盗まれてしまったりとか、そのよう

な話が裏にいろいろ大きいものがうごめいているのかもしれませんし、何とも言えないのですが、

なりすまされてしまったときの被害というのは、直販とプラットフォームでは全然違うのではな

いか。 

 例えば個人の方がIDとパスワードを盗まれて、直販のところだって会員制をとっているところ

がありますので、同じようにIDとパスワードが盗まれるというのはあるのでしょうけれども、プ

ラットフォームで盗まれてしまうというほうが個人の方が負担する被害が大きいというのと、あ

とは逆に情報漏えいとかが起きたときの桁数が違うというようなところでは、やはり違いがある

のかなと。なりすまされて何か買われてしまって、自分のところに請求が来ましたとか、そうい

うものは直販でも当然発生していると思うのですが、直販でIDとパスワードが盗まれて、スーパ

ーのサイトで会員登録していたのだけれども、そのスーパーで買い物を勝手にされてしまいまし

たというよりかは、プラットフォーム上のIDとパスワードでやられてしまっていますので、悪さ

するほうもそちらを狙ってくるという可能性があるところは、ちょっと違いがあるのかなという

のが１つ。 

 もう一つは、直販に比べてプラットフォームを利用する方は、プラットフォームのブランド力

とか、ある程度、何かあったとしても安心なんだというようなところを期待して使っていらっし

ゃるような感じもするので、そういったところでは直販とプラットフォームの違いというのはあ

るのかなと思います。 

○中田座長 いかがでしょうか。片岡委員、どうぞ。 

○片岡委員 何しろプラットフォームの場合しか把握していないので、正確なことは申し上げら

れないのですが、なりすましの被害も、実際はプラットフォームではないほかの場所で情報が漏

れていることがほとんどなので、どちらのほうが危険かと言うのは難しい気がしています。 

 おそらくなりすまし被害も商材によって違う気もしていて、多分、家電量販店の直販サイトで

も起こり得ると思っています。ただ、プラットフォームのほうが犯罪集団からターゲットにされ
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やすいということはあるのかもしれないので、プラットフォーム側としてはいかになりすましを

防ぐかに力を入れているのですが、逆に言うとプラットフォームとしては傾向をつかみやすいと

いうか、総合的な対策は取りやすいのです。例えばある商材を狙って不正注文が発生していたの

がトレンドが変わって、別の商材になったいう動きを察知しやすいので、特に弊社の場合は配送

先住所をキーにして不正注文を監視していたりするので、逆に対策をしすい場合もあったりして、

一概には言えないという気がしています。 

 あとはプラットフォームへの信頼というものがうまく働くときと逆の場合があると思っていま

す。プラットフォームに出ているから安心して買ったら期待と違ったということで生じるトラブ

ルもあり得ますし、一方で逆にフィッシング被害に遭ってしまうような場合は、モールでないと

ころで注文をして、存在しないいわゆる偽サイトで注文してしまって、そこでモール用のIDやパ

スワードを取られてしまうこともあるので、なかなか一概に言えない部分があって難しいなとい

う気がしています。 

 プラットフォームの立場から言わせていただくと、プラットフォームが介在することでより解

決しやすいものがあるのではないかと思っています。直販の場合だと、その販売主にしか言う先

がないのですけれども、プラットフォームがいることで言う先がもう一つできるということと、

ある程度プラットフォーム側で客観的な情報を確認することかできる。例えばクレジットカード

決済がされているかされていないかとか、ある事業者に対して他の消費者から同様の苦情が来て

いるかとか、そういったある意味、第三者的な立場で客観的な情報を確認することができる場合

もあるので、それによって解決が促されることはあるのではないかと思っています。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 直販とプラットフォームとの大きな違いという点で、何かプラットフォームからアピールする

点はありますでしょうか。これは違うぞというようなところがありましたら。城委員、お願いし

ます。 

○城委員 こちら１のアのトラブル事例を見て、私的には問題が起こることは直販であってもプ

ラットフォームでも同じようなことが起こり得るのではないかと思うのですけれども、プラット

フォームが入っているほうが、よりそれは起こりにくいのではないか。というのは、先ほどの出

店規約でもありましたけれども、出店時にきちんとスクリーニングをかけていますので、直販の

場合、本当に悪いことをやろうと思えば情報商材、誰にも邪魔されることなく警察とか言われる

までは販売できてしまったり、キャンセル料もとりあえず請求することができるのですけれども、

そこにプラットフォームが介在することで抑止力も働かせられますし、何かあったときまずプラ

ットフォームが動けるので、迅速な対応もとれるというところで問題というのが未然にというか、

小さく防げるのではないかと思います。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 もしよければ畠委員からと思ったのですが。 

○畠委員 私もモール以外の直販での被害状況を認識していないのですが、今、城委員等がおっ

しゃったことがもし本当であれば、むしろモールで行われる取引のほうが健全もしくはトラブル
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が少ないということであれば、それは積極的に評価されてもいいのかなと思っていまして、もし

相談現場の方々の日常の業務の中で感じることがあれば、教えていただきたいなと思っています。 

○中田座長 それでは、お願いします。 

○森委員 私はもちろん全くプラットフォーマーではないわけなのですけれども、結論的にはア

ピールになるのかなと。以前に御紹介しました裁判例等で安全なシステムを構築する義務が認め

られていますので、その部分、ユーザー側の権利が増えているという、つまり直の相手以外のと

ころに持って行きようがあることになっているので、結果的には法的義務の面で安全性が若干補

完されていると言えるのかなという気はします。 

○大橋委員 あえて違う意見もあったほうがいいと思って申し上げるのですが、私がどう思って

いるかどうかは別なのですけれども、Ｃの側は我々はよく分かるのですが、Ｂの側からどう見え

るのかなというのが１つあるのかなと思います。 

 直販だと、Ｂは誰が消費者なのかというのは多分、住所も含めて全部分かるので、Ｂの側から

するとすごく顧客感があふれているのだと思いますけれども、プラットフォームを挟むと多分そ

の情報って全部切れているのではないかという気がしないでもなくて、そうすると１個、注文が

入りました。だけれども、誰かも分からないし、そこのあたり伝言ゲームがあるのかなという感

じもします。 

 そこのあたりで資料２のいろいろな苦情がありますが、プラットフォームが悪いのか事業者が

悪いのか、どちらか分からないのも随分たくさんあるなという感じもいたします。 

 何が言いたいかというと、Ｂの側から見てそういうインセンティブをもって直販で出すのか、

プラットフォームで出すのかという、サービスの違いも恐らくあるのかなと思うので、比較する

のは難しいと思うのと同時に、また、顧客対応も若干インセンティブ的に違っても驚くべきこと

でないなという感じもしました。 

○中田座長 前田委員、どうぞ。 

○前田委員 せっかく大橋先生がおっしゃっていただいたのに若干話がもとに戻るのですが、プ

ラットフォームの場合の保護という観点で、１個具体例として挙げさせていただければと思うの

が、情報セキュリティーに関する点です。実際に資料３にも入っているのですけれども、選ぶ際

に何を見るのかというところで、鍵のマークが入っているかどうか見ますというところがあった

かと思います。資料３の８ページで、どこを確認するかというところで、これはhttpsの話をして

いるかと思います。 

 実際に大概という言い方が正しいかどうかは分からないのですけれども、プラットフォーム全

てとはもちろん言いませんし、私も全てを知っているわけではないのですが、情報セキュリティ

ーの部分がきちんと対応をプラットフォームでしている。それに対してこれはプラットフォーム

を事業者の直販、自分でサイトを出して、事業者が出すよりもプラットフォームを使うことのメ

リットでもあり得るかと思うのですが、自社でそれをやることになる場合に、その対応も全て自

社でやるということになります。今、鍵がついたマーク、要はhttps化しているサイトというのが、

まだ対応できていないものがかなり山ほどございます。 
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 そうなったときに、実際にそれを自分のところで、そのなかなか進まない理由としてコストが

かかるとか、時間がかかる、手間がかかるということを実際に耳にしてございます。ですのでそ

れを自分のサイトできちんと情報セキュリティーの乗っ取り、なりすましがないようにきちんと

対応するという手間暇をプラットフォームに乗せることによって、それを省くことができるとい

うことは１つの事象として挙げられると思います。実際にそれがこの資料のほうにも、それが１

つの選ぶ指標になっているということが実際に一定の年齢層、特に10代、20代で結構高くついて

いるところかなと思いますので、補足をさせていただければと思います。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 生貝委員、お願いします。 

○生貝委員 私も少し別の観点からということになるのですけれども、まず前提として今、皆様

方からおっしゃっていただいたとおり、プラットフォームの社会的意義として、コンシューマー

のエージェントとしてしっかりと店舗の信頼性あるいは取引の安定性をより高めていくという意

味で、非常にプラスの意味が強い存在なのだろうと考えております。 

 ただ、一方でまさに集合的にある種の大きな活動ができる主体としてのプラットフォームとい

うことが、販売者側のエージェントとしても非常に高度なことができるようになる。例えば森委

員から御紹介をいただいたサードパーティークッキーのような非常に高度な消費者やサイトをま

たいだマーケティングの在り方といったことは、初めてまさにプラットフォームという存在があ

ってできることですし、また、山本先生から御紹介いただいたようなプロファイリングの在り方、

場合によっては消費者の脆弱な瞬間を見計らって商品を勧めるといったことも、場合によっては

できるのかもしれないといったような問題。３つ目に、カライスコス先生の海外事情の発表の御

説明のときに少し口頭で言及させていただいた、消費者ニューディール、新しくヨーロッパのほ

うでは消費者権利指令を改正する形で、プラットフォーム上におけるランキングのパラメーター

を明確に明示しなければならないといったようなことを、オンラインマーケットプレイスの情報

提供の義務として新しく設けている。これはプラットフォームが様々な形でお勧めをしていただ

ける商品やサービスといったようなものが、果たして本当に消費者にとって有利なものなのかと

いった観点から、それをある程度わかった上で御判断を消費者にしていただけるという形で透明

性を求めているということなのだろうと思います。 

 これからさらに消費者というもの、プラットフォームのブランドあるいはその社会的価値とい

うものを信頼して経済活動を行っていくようになる中で、まさに全体として透明性の観点をどの

ように考えていくかといったところも、これは中長期的な問題としては海外の事情も見ながら検

討といいますか、見ていく必要はあるのかと考えました次第です。 

○中田座長 ほかにいかがでしょうか。原田委員、どうぞ。 

○原田委員 先ほどアカウントの不正利用という話をしたのですけれども、プラットフォームの

ほうがどうしても大きい場なので悪用されやすいということがあるのですが、逆に言ったらば直

販のサイトの会員サイトとプラットフォームさんと同じIDとパスワードでやれてしまうという、

逆に差がないというところも疑問でして、そこの信用性を、ちゃんとセキュリティーをしている



31 

 

という、あえても一歩踏み込んで、もう少しセキュリティーに力を入れていただくというか、差

別化を逆にしていただきたい。IDとパスワードで入れて何でもやれてしまうと、逆に直販と大し

て変わらないじゃんという、セキュリティー上は大して変わらないという話にもなってしまうの

で、逆に言ったら一歩踏み出してもう一つ、２段階認証が何か。私はそんなにセキュリティーの

専門家ではないので専門的な話はできませんけれども、逆にそれを一歩入れていただくと、直販

よりも安心だよねというメリットのほうが売れるのではないかと思いました。 

○中田座長 片岡委員、どうぞ。 

○片岡委員 今まで幾つかあったコメントに一応、補足をさせていただくと、まずＢの側から見

た場合の消費者から注文が入ったときの情報なのですが、今のところ基本的には事業者が自分で

物を送るので、名前や住所や連絡先などは基本的に出店者が全部見られるのが普通だと思います。

一部、クレジットカード番号やメールアドレスなどを開示制限しているところはありますが、基

本的にはプラットフォームに出店しているＢの方々は、商売をする事業者として顧客は顧客とし

て捉えて商売をしているという点で、おそらく直販とモールで違いはないと思います。 

 もう一つのアカウントの不正利用対策のところなのですけれども、モールと直販サイトで同じ

ID、パスワードを使ってしまうのは消費者側の問題でもあるので、使い回しをしないでという注

意喚起をしているのですが、一律に全部厳しく２段階認証をすればいいかというと、必ずしもそ

の解決策が適切とは限らないと考えています。その時のトレンドや、どういった商材が狙われや

すいのか、総合的に考えて対策を打つべきだとモール側としては思っています。ただ、では気を

つけるべきケースの場合にどんな認証を加えていけばいいのかというのは、これから検討してい

かなければいけないのですが、モールであるからこそ一律に全部厳しくするということでは解決

しないと考えています。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 私としてお聞きしたいことは、B to C取引でありますけれども、直販ではできなかったことを

プラットフォームはどのようにやっているのかという、そこがあればプラットフォームの役割の

理解が進むので、ありがたいところです。今までの直販はこういうところが問題で、プラットフ

ォームはそれをどういうふうに変えて市場を広げているのかという点について、何かコメントを

いただけるとありがたいなと思うのですが、いかがでしょうか。 

○片岡委員 まとまっているか分からないのですが、やはり顧客へのリーチというところが一番

のメリットなのだと思います。それこそある程度の信用が出店することで作られる可能性、それ

から、これはもちろんプラスにもマイナスにも働き得るのですが、消費者側からするといろいろ

な店と比較した上で買えるということは、事業者側としてもモールの中で他事業者と比較するこ

とで自分がどういう立ち位置にあって、どういう商売をすればいいのか考えることができるとい

うのもあります。あとはもちろん決済サービスなどを活用することで、よりセキュリティーを確

保した上で消費者にサービスを提供できるという点もあると思います。一番大きなメリットは、

単独で直販サイトを作るよりもモールに出店したほうが、顧客へリーチがしやすい点だと思いま

す。 
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○中田座長 ありがとうございます。 

 それでは、Ⅰの１は①、②も大体同じように議論されたのではないかと思いますので、次の２

に移っていきたいと思います。特にB to C とC to C取引です。検討事項①となっていますが、検

討事項両方含めて議論していってもいいかなと思います。特に前半の議論の中でもB to CとC to C

で違いがあるのではないかと議論が出ていたと思うのですが、そういう理解でよいのかどうか。

その点についても御意見をいただければと思います。 

 それでは、城委員。 

○城委員 ちょっと感想めいたところと、事務局への質問を１点なのですけれども、アの例で挙

がっているブランド品に関すること、ブランド品であるとの記載があるが、偽物ではないかとい

うところ。出品禁止品の出品があるというところは、ちょっとこれは違和感があるなと思います。

実はC to Cプラットフォームを使われているかもしれないのですけれども、そこで偽物を売る人

は大体業者というかＢなのです。実態として大体大量にどこかから仕入れてきて、それを売りさ

ばく場所を探している。C to C取引の特徴というより、ＣのふりをしたＢの人が入ってきている

ことが問題なのではないか。それというのは特にB to Cのモールであっても出店審査時はきちん

としたものを売ると言っておきながら、途中から偽物を売る人もいるはずで、結局プラットフォ

ーマーがいつの時点でそれを見つけて退出させるかというところが問題で、そこは差異ではない

ような気がしております。 

 それから、レビューに関することというのは相違はあると思うのですけれども、消費者の立場

からすると、そこは違うものだとして使っているのかなというのが感想です。C to Cの評価、レ

ビューというのはある程度、割り引いて見ていて、弊社メルカリでは「良い」「普通」「悪い」

の３段階評価なのですが、普通がついている人というのはちょっとどうなのかなぐらいに見てい

るので、機能はきちんとしているのだと思います。 

 あと、評価のいい悪いとかではなく、あとどれだけこの人は件数が多いのかというところもす

ごくC to Cの場合、見られているのではないか。取引に慣れていないというのが特徴にあります

けれども、件数を豊富にこなしている方であれば、大分信用できるのではないかというふうにも

使われているのではないかということで、違いではあると思いますけれども、機能はしているの

ではないかという感想です。 

 最後は質問なのですが、各種の業法に関することで、業法に違反した出品、サービスの提供が

なされているというのは、例えば具体的にはどういったものを想定されているのかお聞きしたい

なと思いました。業法がそもそも個人間の取引だと適用がないものも結構あると思うのですけれ

ども、そうではなくてここは個人にも適用があるものなのだけれども、例えば薬機関係のものだ

とか、生命・身体に影響があるようなものだと個人でもあるのかもしれないのですが、そういっ

たものでもまだ売られていることが多いのではないかとか、そういったことなのか、どういった

ことを想定されているのか教えていただきたいです。 

○友行企画官 最後の御質問のところでございますけれども、まさにそういう薬関係のものです

とか、人間の使う薬だけではなくて動物が使う薬の話でありますとか、あと化粧品なども小分け
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にして出品していたという事例が前に紹介させていただいたかと思いますが、そういったものを

想定して書いておりまして、それは本当に出品者が知らなかったのでそのようになってしまって

いるのか、そこのところまでは分からないのですが、ひょっとするとそういうものを売ってはい

けないということは、当然、素人であれば分からない部分があるので、そういったこともB to C

だと起こりにくいけれども、C to Cではそういったこともあるのではないかというような形で、

例示として挙げさせていただいております。 

○城委員 分かりました。出品禁止のものがどういったものなのかというのが正しく理解されて

いないということなのかなと、若干そこがＢの人のほうが知識があるということかなと思いまし

た。ありがとうございました。 

○中田座長 西村委員、お願いします。 

○西村委員 今のお話の中で、大量に売っているのは実はＣのふりをしたＢだという話があって、

消費者センターでも消費者だと言ってくる割には売上金が400万円たまっているというような人

もいて、本当に消費者なのというのが悩ましいことがありますので、ＣのふりをしたＢというの

は、Ｂとして扱えるという一歩踏み込んだ考え方も検討いただきたいなと思っています。 

○中田座長 私も今、同じ感想を持ったので、そこをどのように事業者のほうから情報を提供す

るかというところもあるのかなと思いますし、また、この次のⅡとかⅢあたりでも問題になると

思いますので、そこでの議論という形で後で議論させていただきたいと思います。 

 それでは、森委員、お願いします。 

○森委員 もしかしたら中田先生の御趣旨としては後でということかもしれません。今のところ

で補足なのですが、お二人のおっしゃっていることは全くそのとおりでして、例えば城さんも業

法の適用がない場合もあるというお話がありましたが、それは間違いないので、特商法の適用が

あるかどうか。C to Cオークションの売主側に、出品者側に特商法の適用があるかどうかという

ことは事業者性の問題ですので、これはガイドラインで解決をされましたけれども、この人はＣ

になりすましているＢで、それ以外の人はＣというふうにはっきり線が引ければいいのですが、

なかなか件数とか金額とかそういうことを問題にせざるを得ないところもあるので、ＣなのかＢ

なのか分からないということがあるかと思いますし、そういう意味では論点整理として、討議資

料上、今の部分、各種の業法に関すること、業法に違反した出品、サービス提供がなされている

というところをもう少しニュートラルに書いていただくのであれば、業法の適用がない、又は業

法に違反した出品、サービス提供がなされているというのがニュートラルな書き方ではあろうか

なと思います。 

 その後の御指摘の、ＣのふりをしたＢだという西村さんのお話ですけれども、これもどちらか

というとプラットフォーム側から工夫でやるというよりは、特商法のときにそういう仕切りをし

たように、ある程度法制度の中で解決していかなければいけない問題でもあると思うのです。特

に特商法もそうですし、消費者契約法も多分そうだと思います。消費者と事業者の間の契約を言

うわけですが、事業者になるのかどうなのかということは、C to Cのアプリケーションの中の取

引においても起こり得ることだと思いますので、そこは若干、法制度側の話なのかなという気は
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しています。 

○中田座長 こうした場合に、事業者として認定するための規制の仕方としてはどのような形が

あるのでしょうか。 

○森委員 今、多分唯一あるのは、C to Cオークションのガイドラインだと思うのですが、年間

の出品額の総額ですとか、商品カテゴリーに分けてこういうものだったら何件とか、そういうガ

イドラインになっていましたので、今ちょっと調べれば出てくると思いますけれども、そういう

ことで結局、事業者認定をせざるを得ない場合が出てくると思います。もちろん薬機法のように

一発アウトの話であれば話は早いのですが、反復継続する意志を持ってみたいな要件がついてい

るものもありますから、そういう場合には物によってはガイドライン的に解決するしかないのか

なと思います。 

○中田座長 片岡委員、どうぞ。 

○片岡委員 ガイドラインについては、今あるのは確かにオークションのガイドラインだけです。

ただし、C to Cのフリマでもそのオークションガイドラインを使って特商法上、明らかに事業者

と言えるかという観点で、消費者庁も時折監視はされているという認識です。ただ、フリマアプ

リは判断が難しい場合があり、商品数だけで判断できるのかというと、アップリケをハンカチに

縫いつけました、かわいい動物のアップリケがついたハンカチが100種類ありますと言ったところ

で、それは事業者と言えるのだろうかという悩ましいケースもあったりするので、フリマアプリ

向けのガイドラインを検討するとしたらしっかり検討しないと、判断が難しいものも出てくるだ

ろうと思います。 

 あと、この論点に関する私の意見ですけれども、C to Cは何が難しいかというと、基本的にＣ

とＣの取引なので、ＢとＣの取引の場合のように「消費者保護」と言っても片側の買主にぱたっ

と保護を寄せられないという点があるのです。出品者も購入者も、両方が消費者だからです。B to 

Cの場合は基本的にＢが継続、反復して商売を行うつもりがあって、信頼が築けなければ商売が成

り立たないので、例えばたくさん物を売っている中の１件、２件トラブルがあったときに、その

消費者トラブルを何とか解決しようというインセンティブが働くと思うのです。プラットフォー

ムとしても、どちらかというと消費者保護に重きを置いて補償対応を進めたりするのですが、C to 

Cの場合はそういう、商売として信頼関係を構築しようという感じではないので、ある１件が売主

買主両方にとって重要な取引になってしまうというのと、客観的な情報がプラットフォームとし

ても得られにくいため、実際に送ったものがどうだったかについても主観的な考えが入り組んで

きてしまうので、保護をどちらかに倒すか、お金をどちらに渡すべきかすごく判断しにくいケー

スがたくさんあるのです。そういった部分をどう解決していくかということが、今後の課題なの

だと思います。 

○中田座長 御指摘ありがとうございます。 

 畠委員、どうぞ。 

○畠委員 ＢかＣかの問題なのですが、ＣのふりをしたＢはＢとして扱うべきだと思うのですけ

れども、今の片岡さんのお話のようにアップリケみたいなものをつくっている人たちが、仮に事
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業者だった場合には特商法上、自分の氏名と住所を出さなければいけないことになって、それが

妥当かどうかという判断も必要だと思います。反復継続することだけでなく、今のガイドライン

ですと一時点で100品以上というものもあるのですが、例えばCDの握手券を目当てにCDをたくさん

買った人が、CDは要らないので売るというときにも事業者になりかねないガイドラインになって

いるので、その当てはめと、その人の住所と氏名を公開しなければいけないというルールが正し

いのかどうかということも、改めて考え直す必要があるかなと思いました。 

○中田座長 幾つか重要な御指摘があったのではないかと思います。私としてお聞きしたいのは、

今までそういった取引をしない、そういう可能性がなかった人たちが、特にフリーマーケットの

プラットフォームの中でそういった取引ができるという新たな可能性を生み出しているという点

が特徴的かなと思うのですが、ただ、そういう意味では一定の規約、その他、商取引のルールが

ある中で、決済も含めて非常に細かな契約上の取り決めがある中で取引をしているということに

なります。 

 そういうときに、C to Cに対して全くプラットフォームが支援をしないということにはならな

いだろうし、特に今は消費者相談の現場でも問題が出てきているわけで、そうなるとこれをC to C

というふうに純粋にみなすことができるのかどうかという点について、事業者サイドから少し意

見を聞いてみたいなと思うのですが、いかがでしょうか。城委員、お願いします。 

○城委員 今、座長がおっしゃったとおり、これまで取引しなかった人たちが、プラットフォー

ムができたことによって取引に参加できるようになったという意味で、プラットフォームがそこ

に役割を果たしているということだと思います。特にフリマで言いますと、個人間で直接のお金

の取引をしなくても、エスクローというところで安全が担保されるですとか、弊社のサービスで

は匿名で相手の住所、氏名を相手に知られなくても配送ができるといったところで、不安感が大

分なくなってきたというところがすごく使われているところなのかなと。なのでC to Cというよ

り、よく楽天のモデルでB to B to Cと言っていますけれども、C to B to Cというのがより正確

なのかなと。そこでは以前のヤフオクの判決等もありますが、プラットフォームを通して詐欺が

起こりにくいような啓発ですとか、システム上、安全性を担保するとか、そういった責任という

のはもちろん起きていると理解しております。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 片岡委員、どうぞ。 

○片岡委員 C to C取引と言えるのかというところで、基本的に物を売る人がＣであるので、そ

この売買契約についてはC to C取引なのだと思います。ただし、そこにトラブルが発生したとき、

その売買契約に何か問題があったときにどうやって解決するかといったときに、プラットフォー

ムが何か果たせる役割があるはずだと思うのです。どういう役割を、どういうふうに果たしてい

けばいいのかが課題なのだろうと思っています。 

○中田座長 そのときに、法律関係を売買契約だという２当事者間の契約関係という形で分析し、

そういう形で認定するのか、あるいは決済システムにその他含めて複合的な法律関係があるもの

として、事業者が入っている結合型の取引なのだというふうに見るのかで考え方が少し変わって
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くるのかなという印象を持ちました。 

 それでは、今のところはこれでよろしいでしょうか。C to Cのところで消費者関係の立場の発

言は前半のところで御議論いただいた中にありましたが、特にまたございましたらいかがでしょ

うか。石原委員、どうぞ。 

○石原委員 皆さんが御議論されていた中の補足として、先ほど１番目のB to Cのところで座長

がおっしゃっていた、なぜプラットフォームを使うんだというところの補足というか、C to Cに

おける補足ですけれども、やはりC to Cの場合のほうが自分でサイトを開いて商売するといって

も、なかなかそこにお客さんが来るかというと来ないので、集客の部分、C to Cでいわゆるネッ

トワーク外部性と言われますが、お客さんがいればいるほど、もしくは出品者がいればいるほど

そこが場として魅力的になって、参加者がどんどん増えるというところでC to Cでは集客のとこ

ろが非常に大きな面があると思っています。 

 私はいろいろなプラットフォームのビジネスを見させていただいていて、C to Cビジネスのジ

レンマというか、非常に難しいところが、これはサービスの内容によって全然違うのですけれど

も、最後、有名な何かサービス提供者とか、有名な出品者というのはすごい力を持ってきて、最

後は自分でやれるようにどんどんレベルアップしていくこともあるのです。そうすると、直接取

引というかプラットフォームをあえて除外して取引をしてこようとする提供者等がどんどん出て

くる。つまり手数料を引かれたくないので、直接やっていただければ安くしますよという提供者

等が出てくるのです。そうすると結局、我々としては骨折り損のところもありつつ、むしろそう

やってどんどん闇に引きずり込まれていくと、むしろトラブルが増えるという認識なので、我々

としてはプラットフォームを介していただく理由をどんどんつけていかなければいけないよねと

いうことで、サービスをどんどん改善している。 

 いろいろな事業者さんとスペースマーケットの社内としても検討はしているのですが、最後に

効いてくるのが保険のところだと思っています。結局、個人の提供者側が個人で保険会社と保険

契約できると思うのですけれども、取引量とかも含めてそんなに低廉な価格で保険料というのは

出てこないですし、何かあったときにプラットフォーマーさえ介していれば保険がつくというの

が最後につなぎとめる、むしろ提供者側を最後つなぎとめないと、利用者側はどうしても１円で

も安くしたいというモチベーションが湧くので、そこは提供者側をグリップしておくために保険

というのが必要になってくるのではないか。そういう保険が大きい会社さんであれば、それこそ

メルカリさんを含め、楽天さん、ヤフーさんぐらい大きくなるとあんしん補償制度みたいな、自

社でお金をプールしてやっていくようなことができるのでしょうけれども、ベンチャービジネス

になるとそこら辺が体力的に難しいので、そういう形で我々としては認証制度をとっていただけ

れば保険料は安くなるという形で、保険会社さんと一緒に団体保険みたいな形で取引の安全性を

担保する仕組みをつくっているというのが現状です。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 いかがでしょうか。それでは、Ⅱのプラットフォーム事業者の取組ということで、大分議論の

中で出てきたと思うのですが、事業者の取組について少し論点として整理をさせていただいてい



37 

 

るということで、こういったトラブル防止について今まで取り組んでこられて、その内容でまた

その効果というのはどのような形であらわれているのか。具体的な例も含めて御紹介いただけれ

ばと思います。ア、イ、ウと分けてありますけれども、まずア関係でどうでしょうか。 

○片岡委員 事業者側からということですか。 

○中田座長 どちらでも。幾つかは御紹介していただいてはいると思うのですが、特に何かあり

ましたら。 

○片岡委員 B to Cのショッピングモールに関しては、少なくとも我々が競争している分野とい

うか、競争相手と思っているところ、あるいは自分のところを考えると、いかにより親切にする

かという域に達しつつあって、「親切」と「最低限」というのはまた別物だと思うのです。恐ら

く自分たちが今、当然のようにやっていることが、もしできていない、やっていないプラットフ

ォームがあるとすれば、それが問題になり得ることはあるのではないかと思うのですが、今はも

うだいぶ、より親切に、よりほかのモールではなく自分のモールを選んでもらえるようにどうす

るかという観点での取組を強化している感じなので、それがどの程度効果をもたらしているのか

は正直分からないというか、トラブルに遭うぐらいならもっとうちを使ってくださいと思うこと

はあるのですけれども、ただ、より安心してお買い物をいただけるような状況にはなってきてい

るとは思っています。 

 ただ、今回、表に入れたような取組は、どちらかというとプラスアルファで親切でやっている

ような部分を結構強目に書いていたりするので、実はもっと最低限というか、例えば登記簿謄本

を取るとか、事業者の銀行口座をちゃんと確認しているとか、そういうもっと基本的にやってい

るような点もひょっとしたら効果が上がっているのではないかなというのはあります。 

○中田座長 そういうトラブル対策をすることによって売り上げが上がるとか、そういう関係は

あまりないですか。 

○片岡委員 それがどの程度、本当に直接的に売り上げにつながっているのかというのは正直分

かりにくいところがあって、だからこそ守りの部署から見ると歯がゆいところがあったりするの

ですけれども、マーケティング効果としてどの程度あるのかというのは正直、事業者から見にく

いところもあって、ただ、顧客満足度を上げることでよりお客様はロイヤルカスタマーになって

いただけると信じてやっている部分ではあります。 

○中田座長 もしついでであれなのですけれども、今までトラブルの防止、解決について十分で

ないな、あるいはこの点はもう少し強化するべきだなというところもございましたらお教えくだ

さい。 

○片岡委員 これも正直言って本当に親切のレベルの話ではあるのですけれども、取組を説明し

たときにも少し触れましたが、決済関連の情報をモール側でも確認できることによって、もっと

スムーズな補償だとか、そういったものができないかというのは考えています。例えば基本的に

お金の流れが出品者に直接支払うというのだけではなくて、モールを介して支払う仕組みを増や

していこうともしているのですが、それはお金の流れがきちんとプラットフォーム側でも把握で

きることによって、より補償サービスとか、あるいは支払ったのに届かないといったトラブルへ
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の対応等がモールとしてもっと深く介入できるのではないかと考えているからで、そういう施策

は進めています。 

○中田座長 すぐに確認できる体制ですね。 

○早川座長代理 ちょっと遅れて来て申し訳ありませんけれども、今のお話の中で消費者がいろ

いろな安心、安全なサービスを提供するのに対して、どこまでそれが販売につながっているのか

よく分からないというところがあって、私もそこはすごく興味があるのですけれども、まず定量

的な調査とかも可能なのだと思うので、そこもぜひ、もしかしたら今回の調査に含まれているの

かもしれませんけれども、より効果的にやったほうがいいと思うのですが、私個人ではどういう

購買行動をしているかなというのをお話を聞きながらやっていたのですが、まず大体買いたい商

品がございまして、その買いたい商品というものは、ネットで検索するとばしばしその商品名と

かで出てくるわけです。そうすると、その中にはいわゆる本日いらっしゃる例えば楽天、Yahoo、

Amazonのものも出てきて、そうでないところも出てきたりするのですが、そうすると自分はどう

しているかというと、同じような値段であればいわゆる大手のプラットフォームで売っているほ

うを優先するという行動をどうしてもとりますし、その背後にはプラットフォーム事業者を通じ

ているのであれば、少なくとも直接に事業者とやるよりは、いろいろな安全な、あるいは安心な

ところがあるのだろうという認識が自分の中ではあるから、多分そういう行動をとっているのだ

なと思います。 

 その中で更に例えば実際に１つ見てくると、例えばプラットフォーマーのほうが直接売ってい

るのか、それとも単なる媒介をしているにすぎないのかというところだったりとか、名前を言っ

て申し訳ないですが、例えばプライムがついているかついていないかを見て、それで最終的に買

うということをしているので、ある種のブランディングだと思うのですが、そのブランドという

のは私みたいな購買行動をみんながしているかどうか自信はないですけれども、一定の効果は絶

対にあると思うのですが、そこはそういう意識ではないのでしょうか。 

○片岡委員 一定の効果はあると思うのですが、売り上げとひもづいた形で見えにくいというと

ころがあります。正直言って。まとめていただいたアンケートの１ページにもあるとおり、評価

する対象としてはトラブル防止の取組はなかなか出てこなかったりするのです。ですので売上向

上につながると信じてはいつつも、なかなか数字とひもづけるのは難しいのかなと。事業者とし

ては苦労するところはあると思います。 

○中田座長 いかがでしょうか。増田委員、どうぞ。 

○増田委員 購買行動のところなのですが、私も早川先生と同じ考えではあるのですが、ただ、

それはある程度プラットフォームの役割を理解している方のとる行動だと思うのです。漠然と信

頼性はあるのだけれども、ではどこのプラットフォームがどれだけほかと比べていいかというこ

とは、具体的には分かりにくいわけで、片岡さんがおっしゃったような例えば登記簿謄本をとる

とか、そういうところに関して消費者は全然知らないわけです。そういうことが本当は大事だと

いうこと自体を消費者は理解していないのです。 

 プラットフォームの方々が、より高いレベルの消費者対応をするために何をしているかという
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ところを、目に見える形で広報をしていない、あるいは消費者がそれに気がつかないというよう

なことから、消費者としては選択する目が養われていないのだと思うのです。そういう意味で、

例えばこの会の将来的な形として、何らかのガイドラインみたいなものができたときに、こうい

う視点が大事なんだという広報につながって、それでプラットフォームの事業者も報われるとい

うことがあるのかなと思います。ぜひその点は広報していただきたいと思います。 

○中田座長 前田委員、どうぞ。 

○前田委員 今の点にまさに関わるところで、もともとAICJから最初に発表する時間をいただい

ていたところで、最後のまとめのところでも申し上げていたところだと思うのですけれども、消

費者教育、もちろん広報というところも事業者側の努力としてすごく大事だと思うのですけれど

も、例えば今回の報告書だったり、あるいは消費生活センターだったり、消費者庁なり消費者委

員会から、こういう点について消費者の方々はオンライン取引をするときに気をつけてください

ねというところが一緒に協力ができると、より広まりやすいかなと思います。 

 石原委員からもありましたように、ネットに載せればみんなが知ってくれるというわけでもな

いところも一概にありまして、そういうところもございますので、そこら辺の周知啓発ないし御

理解いただくところについては、ぜひ協力体制ができればなと思っております。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 いかがですか。畠委員、どうぞ。 

○畠委員 プラットフォーム事業者の取組ということで、B to CとC to Cに分けて記載いただい

ていて、最初の事務局の説明にあった資料１の中でも分けて記載されていて、ただ、あえてC to C

関連のところで支払のエスクロー決済の一本化というものを記載いただいているかと思うのです

けれども、消費者トラブルを防止するという観点でエスクロー決済の一本化というのはもちろん

望ましい方向だと思うのですが、これを仮にB to C関連に当てはめてしまうと、今まで既存のビ

ジネスで行っていた事業者があるモールに入ってきたときに、今まで自分で使っていた決済手段

を使えずに、そのモールが管理運営しているエスクロー決済一本でしか決済ができなくて、そこ

で手数料が取られてしまうとすると、それはそれで物を売っている出品者から見ると機会を失っ

てしまうというか、手数料を取られてしまうこともあり得るので、競争法の観点からも望ましく

ないということもあるので、そういった点のバランスも本当は必要なのかなと思いました。 

○中田座長 生貝委員、どうぞ。 

○生貝委員 今日は脇道の発言ばかりな感じがして少し恐縮なのですけれども、プラットフォー

ム事業者様の取組ということで、その上で起こる様々な問題というのは、いわゆる自主規制によ

って解決せざるを得ない問題ばかりだと申しましたとき、自主規制ということについては今、ち

ょうど消費者委員会様の別のワーキンググループで、その理論的な側面を含めてかなり充実した

御検討をされているところかと思いますが、その方法論をとるときに一番難しいことというのは、

まさに大手の事業者様というのは現にやられているように法制のスタンダードをかなり超えたと

ころまでやっておられる。 

 一方で中小企業あるいは入れかわりの激しい、変化の激しいスタートアップを含めたところの
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方々にどう参加していただくかというのが、一番この政策上、難しいところだといったときに、

まさにシェアリングエコノミーの認証制度というのは、それを取るとよいことがあるというタイ

プのインセンティブを与えることでもって、その問題を解決しようとしている非常に画期的な手

法だと、私自身が認証委員として参加しているからエンドースメントしているわけでは一切ない

のですけれども、研究者としてそのように感じているところがございまして、全体としては政策

論として、そのインセンティブをどのように政府の側でつくり出していくかというのが、いわゆ

る共同規制の方法論の眼目の中心になるわけでございます。 

 そういったような中で、まさにしっかりと自主規制をやっていただくことが今回、非常に重要

な課題であるところ、例えばそのシェアリングエコノミーの認証制度のような自主的な枠組みに

参加していただくためのインセンティブをどのようにつくり出していくかということ自体が問い

かけとして非常に大きなところになるのかなと考えるところです。あくまで問いかけを追加する

というぐらいで恐縮でございますが。 

○中田座長 そうですね。どういう顧客対応が望ましいのかというのも認証の中に入っているの

ですね。ただ、どのレベルでモデルを設定するかによって参入規制になる可能性もあるので、そ

のあたりの考慮をどうするかというのも課題かなと思っています。 

 あといかがでしょうか。大森委員、どうぞ。 

○大森委員 消費者教育のお話も出たのですが、ともかく消費者は約款とかそういうものは読ま

ないので、高齢者ほど読まないというアンケート結果も出ています。認証制度などは、一般消費

者でもマークとかを見て選ぶということで、すごく分かりやすいと思うのですけれども、モール

の出店規約というものはオープンにすることはできないのでしょうか。オリジナリティーのある

部分は別として、基本的な部分で共通のものがあれば、その部分は絶対に守らないといけない最

低条件で、そういうものがオープンになって、しかも直販でないと買えないようなものもありま

すので、そういう直販のところにも同じようなものが明記されていたりすると、一般消費者とし

ては非常に分かりやすいので、一目見て分かるような形になっていただけたらいいなと思ってい

ます。 

○中田座長 早川座長代理、どうぞ。 

○早川座長代理 途中で来てシェアリングエコノミーの認証という話があったことを今、確認さ

せていただいていたのですが、前からお話させていただいていた中で、例えば国連での苦情処理

も含めたオンラインでのDispute resolutionのプロジェクトですとか、今それがAPECのほうに移

行して、APECのほうでも議論されている中で、トラストマークという名前でその可能性というの

は検討されていまして、ただ、これってどうやったら人々がそこに信頼を置くような認証なりト

ラストマークをつくるかというところが多分、結構みんな暗中模索でやっていて、うまくいって

いるものもあるし、そうでもないものもある。 

 昔やはり政府のほうでも音頭をとってやったトラストマークなり認証のシステムというのは、

いまいちうまくいっていなくて、その当時、私もよく覚えていますけれども、あるモールの業者、

こちらにもいらっしゃいますけれども、このモールに所属していることがトラストマークなので、
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そんなものは屋上屋を重ねるようで要りませんとおっしゃっていたので、それはそうかもしれな

いと思いますし、実際には規制を超えるところで安全、安心なものをつくり上げているというこ

とだとすると、まさにそうだと思うのですが、ただ、今まさに前に何人かの方が言ったように、

そこではないところでも取引は発生していますので、そこをどうやって制度設計していくかとい

うのが認証であったりとかトラストマークで、例えばISOとかは結構うまくいっているのです。 

 よく分からないけれども、ISOというものを取ると信頼性が増すらしいから、よく分からないけ

れども、取ってみようみたいな企業も結構いて、ISOというもの自体がある種のブランド価値を持

ってしまって、そういうふうにうまくいっているものもあれば、誰も使っていない認証ないしト

ラストマークみたいなものもあるので、どういう作戦をとると人々がそれに対して、あるものを

使おうと思って、それがもちろんですけれども、安全、安心な取引に直結していて、なおかつ事

業者側もそれが売り上げにつながるだろうということを考えて、それを積極的に活用しようとす

るという仕組みの検討とかは、もう少しこの委員会でも調査をお願いしたりするというのはある

のかなと聞いていて思いました。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 プラットフォーム事業者の取組のところでほかの先ほどモールのほうは聞いたのですが、オー

クション、フリマあるいはシェアリングサービスのところで解決しなければいけない問題がある

ようだったら御指摘いただければと思いますが、いかがでしょうか。またの機会に議論をするこ

とになるかもしれませんが、よろしいでしょうか。 

 あと、Ⅲなのですけれども、特に消費者トラブルの情報の収集というのは、どのようなチャン

ネルで行っているのかということをぜひお聞きしたいなと思っています。また、消費者トラブル

の相談というのをどのような形で生かしているのか。特にそういうトラブル情報というのは消費

者に対して公開することがあるのかどうかということについても、少しお教えいただければなと

思うのですが、いかがでしょうか。畠委員、どうぞ。 

○畠委員 抽象的にトラブルが多発しているものについては注意喚起をすることもありますし、

あとは先ほどの生貝先生の掲載順位の問題として、弊社でトラブルが少なくて優良と思っている

ストアをベストストアという形で認定しているのですけれども、その認定されたストアの商品を

上に出しやすいような設計にもしていまして、そのような観点でトラブルが多いとだんだん下に

落ちてくるという形で、トラブルを防止するというのも１つの方法としてあり得るかなと思いま

した。 

○中田座長 トラブル情報はどういう形で収集することになるのですか。 

○畠委員 それはお店の評価ですとかCSの問合せ等で、日常的に入ってくるものを活用してござ

います。 

○中田座長 片岡委員、どうぞ。 

○片岡委員 弊社の場合は、まず収集は基本的には消費者からの問合せ、それから、レビュー、

SNS等の情報も活用する場合もありますし、あと満足度調査みたいなものもやっておりまして、そ

の数字を見ることもあります。あとは消費生活相談員から弊社のサービスに入った問合せという



42 

 

ものも確認しておりまして、そこも何か問題が起きていないかというものの情報の１つにしてい

ます。 

 活用方法、情報提供ですが、一般的、全体的なトラブルとかであれば、まれにトップページで

注意喚起することもありますし、SNSで注意喚起することもありますし、ヘルプページで注意喚起

することもありますし、メールで注意喚起することもあります。ただ、個別のものというのは、

どちらかというと問題を起こした店舗を何とかするというような形でやっていたりします。 

○中田座長 個別の処理について、何か消費者がそれを問い合わせて知るということはほとんど

ないということですか。そういう情報提供はあるのですか。 

○片岡委員 このお店は強制解約したのですかという問合せは正直、答えられない部分もあるの

ですけれども、消費者トラブルの解決という意味では、消費者に提供すべき必要な情報があれば、

それは提供します。 

○中田座長 例えばある商品が壊れたのだけれども、これってよく壊れるんですかねみたいなの

はどうでしょうか。 

○片岡委員 モール側で分かる情報があればお伝えできるのでしょうけれども、ただ、モール側

で分かる情報だと、大体レビューとかが荒れているというような状況もあったりするので、分か

りやすかったりはするのです。 

○早川座長代理 先週金曜日に一橋大学の主催でOnline dispute resolutionのシンポジウムがご

ざいまして、登録者だけで250人くらい来て、実際は雨だったので出足はよくなかったみたいなの

ですけれども、そちらで私も少しお話させていただいたのですが、メーンのスピーカーがeBayと

PayPalでオンラインでの苦情処理及び紛争解決のシステムを実際につくり上げて運用していたコ

リン・ルールさんという方で、今もスタンフォード等でも教えていらっしゃる方なのですけれど

も、その方が御自身の経験等をお話され、その方は結局、あまりにサクセスフルでeBayとかを離

れて、自分自身でOnline dispute resolution自体を提供するサービスを始めて、それがeBay以外

のところもいろいろ使えるようになって、すごい量で、なおかつ全世界で今、講演を頼まれてい

ろいろ回っている状況なのですけれども、その方のeBayでのお話とかを聞くと、個別具体的なこ

の業者がいいとか悪いという話ももちろんあるのかもしれませんが、ある程度、量としてデータ

が集まってくると、消費者がどういうところに間違いやすいのかとか、ある種、ミスコミュニケ

ーションでそれが発生することもあるので、どういう場合にミスコミュニケーションが起きるの

かというようなデータがどんどん蓄積されてくると、それをフィードバックして、どういうふう

な例えば販売の仕方ですとかウェブページのつくり方をすれば、そのような誤解ですとか、ひい

てはトラブルが発生するようなことが起きないかというような、そのデータをとることができる

というような面もあります。 

 これは将来的な課題なのですが、今のeBayなりのシステムというのは、もし話し合いが不調に

終わった場合においては裁定が出されるわけで、その裁定を出すに当たっては、その裁定を出す

ための裁定者の人たちは、数多くの過去のデータベースを持っていて、そのデータベースからこ

の事案だったらこういう解決策がアプロプリエイトなものであろうというところが予測できるわ
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けです。 

 将来的に多分考えられるのが、そのデータを全部使うとAIのほうがプロポーザルが出せるとい

うことです。少なくともそうするとシステムを組んでおけば、あまりコストをかけないで、それ

が拘束力ある裁定に持っていくのか、単なる提案に持って行くのかはまた議論があると思うので

すが、少なくとも提案レベルであれば過去のデータとかを蓄積すると、この類型のこういう紛争

では、こういう解決策が一番望まれると思いますよという形での活用法があるということを、い

ろいろな話が出てきたわけですが、そういったことは、つまり何を申し上げたいかというと、消

費者トラブルのデータというのはいかようにでも活用できるものすごい豊富なナレッジを与えて

くれるものなので、これをうまくすくい上げられる仕組みがあると、事業者側にも非常に宝の山

なのではないかと思いまして、今のお話を聞いていて情報提供までにお話させていただきました。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 よろしいですか。 

○城委員 Yahooさんですとか楽天さんがおっしゃっていたとおりで、トラブルの情報というのは

やはり消費者からの声が一番大きいですし、我々も消費生活センター等とのホットラインと呼ん

でいるのですが、直通電話とかありまして、そういったところから情報収集させていただいたり、

国民生活センターを訪問させていただいて、最近のトレンドを聞いたりして、それを例えば出品

禁止物のほうに反映させていったりというような形で活用させていただいているところです。 

○中田座長 それとも関係するのが実はⅣの論点項目なのですが、B to CでもC to Cでも相談員

が介在するといいますか、仲介することでプラットフォーム事業者にとってもメリットがあるよ

うな感じで今お聞きしていたのですが、そのあたりはどのようにお考えになっているのか、お教

え願えませんか。 

○西村委員 周りの同僚に、最近どうみたいな話を聞いてみたのですが、プラットフォーマーさ

んに相談をすると、センターではなく当事者に直接回答しますということで、我々が入れないで

終わってしまう傾向もあるよねという話があります。あとはこういうオンライン上の話をどうや

ってセンターが間に入っていくか。センターとしても我々が交渉しているときに相談者が逃げて

いくのが一番怖いので、相談者にはお手紙を書いてもらったりだとか、契約書をもらったりして、

あなたは私のところのセンターに相談していますよねというのを言い聞かせながらやっていくの

ですが、一方で事業者さんも同じで、本当に消費者センターなの、本当に相談者なのというよう

な難しさがあると思うので、例えば一番いいのはIDが分かるような、IDでログインして、フォー

ムの中からメールを送信してもらったりすると、ユーザーは事業者さんにとってもうちのユーザ

ーだ、IDはこれだということが分かるし、そういう中にどこどこセンターの相談員に相談してい

ますみたいに書いてもらうと、わかってもらいやすいのかなと。あと、慎重な事業者さんであれ

ば、本当にセンターの電話番号で合っているかとか、うちからかけ直しますみたいなところもあ

りますので、オンラインの事業者さんとはどういうふうにコンタクトをとっていくかというのは

日々、悩みながらやっているところではあります。 

○中田座長 前田委員、お願いします。 
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○前田委員 事業者によっていろいろ対応の仕方があるかと思うので、一概にどうとは言い切れ

ないところもあるかもしれないのですが、一例として消費者トラブルについて特にトラブルの内

容などを解決するために具体的なことは聞けば聞くほどプライバシーに関する話が出てくる。幾

ら払ったとか、アカウントはどれなのかとか、返金をするためにどの口座にやったのかという話

も、どんどんプライバシーに関する話が出てくるので、一概にそこについて消費生活センターだ

ったりとか、第三者であるところがどこまで入っていいのかどうかというところについて、いざ

共有するとなったときにはすごくプライバシーに関する情報が共有されるからこそ、そこは慎重

になるというのは事業者によってはどうしても出てきてしまうのかなと思います。 

 なので今、西村委員からもありましたように、もしかしたら事業者によってどのレベルの本人

確認だとか、委任状まで必要とするのか、同意書まで必要とするのか、あるいはIDの共有があれ

ば大丈夫なのか、電話番号、一言付言があればオーケーとするのかどうかというのは、各会社に

おいてプライバシーにどれだけセンシティブなのかどうかというところにもグラデーションがあ

り得るかもしれないのですが、本人から私はそんなこと言っていないと言われることのリスク。

何でそんな情報を共有しちゃったのと言われることのリスクを避けるということが、そこは事業

者も消費生活センターもお互い一緒だと思うので、そこは対話をしながら解決策を図っていく必

要性があるかなと思います。 

○中田座長 片岡委員、どうぞ。 

○片岡委員 事業者としても同じ悩みがあって、消費生活相談員はどういう立場で、どこまでで

きて、何までを伝えていいのだろうというのが実は明確でない部分があって、どうしても慎重に

なってしまう場合があるというのと、頼れるならすごく頼りたいのだけれども、どこまで頼って

いいのだろうとか、相談員と話して解決すれば、そこから先の消費者への伝達はやってくれるの

だろうかとか、細かいところとかでどこまで何をしていいのかというところがなかなか決めかね

るところがあって、今はサービスによってそこら辺のグラデーションがついてしまっているよう

な形にはなっています。 

 B to Cだと相談されている消費者側の同意が得られれば、トラブル解決に向けてその消費者に

関することというのは伝えやすいのですけれども、C to Cの場合は相手も消費者だったりするの

で、では相手側の情報はどこまで、どう伝えていいのだろうというのがあったりします。そこら

辺の役割、位置づけ、情報をどこまで出していいのかといったところはきちんと整理したほうが、

お互い多分やりやすくなるのではないかと思います。 

○中田座長 ありがとうございます。 

○早川座長代理 一言だけいいですか。B to C、C to Cの関係での困難性というのもわかったの

ですけれども、今のお話を聞いていて消費生活相談員というのは一体、どういうお立場で介入を

しているのかというところが実は曖昧になっているために、いろいろなことがクリティカルな問

題になってくると困ってしまうのかなという印象を持ちました。 

 例えばですけれども、弁護士がもしやるということだとすると、弁護士は当然、職業倫理上の

いろいろな義務を負っていますし、懲戒の対象にもなりますので、いろいろなことについて自分
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たちを守りますし、代理権を法的に持たれていますから、委任状さえとれば代理人として行動で

きるので、100％相手にすることができるわけです。しかし、消費者生活相談員というのは代理人

なのかというと、必ずしもそうではないし、もし代理人と言ったら弁護士法72条違反で刑事罰の

可能性すらもしかしたらあるのかもしれないので、今まで私はファジーにしているがゆえに役に

立っているところが絶対にあると思うのですが、しかし、そういうものはクリティカルな問題に

なってくると、そのファジーさがいろいろな危険性といいますか、どうしていいのか分からない

というところの悩ましさに必ずつながっていくので、そこが今のお話を聞いていて隠れているな

と思いました。もしかしたら間違えているかもしれません。 

○中田座長 どうぞ。 

○大谷委員 今の問題というよりも、全般的な消費生活相談員の役割というところでお話をさせ

ていただきたいのですが、B to Cの場合には一番最初にも発言させていただきましたが、企業間

と消費者ということが前提にありますので、消費生活相談員としても法律に基づいて行政の役割

として仲介をしながら解決まで図っていくことができると思いますが、C to Cの取引になってき

ますと、その点の法的な役割が抜けてきてしまいますので、センターとしてB to Cの取引のよう

に中に入って介入してあっせんをして、解決まで図っていくというところが難しくなってきてい

ると思います。 

 ただ、私どもがC to Cの取引の相談が多くなってきていることの背景として、高齢者の方や不

慣れな方がトラブルに遭ったときに、個人間の取引であるがゆえに出品者や購入者の間と連絡が

できなくなったり、解決が停滞してしまって図れなかったりというところで相談が入ってくるこ

とが多いので、できればセンターとしてはどのようなアプローチをすれば、スムーズに解決まで

図れるんですよというとりかかりの窓口の紹介であるとか、そういったところまではお手伝いし

たいなと思っております。 

 ただ、そのときに事業者さんにお願いしたいのは、そういう取引の中で基本的には消費者の場

合には消費者からの連絡をすること自体も同意を得た上で事業者には連絡をしておりますので、

例えばどういう窓口に、どういうことをIDや取引番号だとかを伝えて、こういうふうに質問をし

てくれれば解決の早道ですとか、そのような情報を消費者センターにいただければ、相談の中で

そういったことを御紹介しながら窓口へとつないでいくことが可能になるのかなと思っています。 

○中田座長 ありがとうございます。 

 増田委員、どうぞ。 

○増田委員 少し補足なのですけれども、消費生活相談員自体は消費者安全法という中で規定さ

れておりまして、あっせんをすることができる、むしろしなくてはいけないことになっておりま

すし、公務員としての守秘義務も課せられておりますので弁護士法違反にはならないし、個人情

報の取得ということは何ら問題ない状況にあります。 

○早川座長代理 分かりました。 

○中田座長 それでは、事務局と御相談ですけれども、論点項目のⅤはまたの機会でということ

でよろしいでしょうか。 



46 

 

○友行企画官 はい、それでお願いいたします。 

 

 

≪４．閉会≫ 

 

○中田座長 それでは、今日は長時間にわたりましたが、非常に有意義な議論ができたのではな

いかと思います。では、今日はどうもありがとうございました。次回またよろしくお願いいたし

ます。 


